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石油代替エネルギーの研究開発

工業技術院院長 等 々 力 達

、
,ノ

診

1980年 代 も後半に入 ろうとす る昨年末に流れた,石 油問題 に関連 した二つのニュ

ースの今後の展開に注 目したい。 その一つは 「OPECが 経済開発のための収 入を

保持す るため,シ ェアを確保 し防衛す るこ とを決定 した」,第76回OPEC通 常総会

の発表である。 かつて 自由世界の石油生産量の65%を 占めたOPECの シェアは,

最近では40%ま で下 っている。 もしOPECが 本気 でシェアの確保 に乗 り出すな ら

ば,需 給のゆるむ今春以降に,か な りの原油の値下が りも有 りうる。 また,こ れに

よる物価の値下が りな どで,日 本経済に とって好 ましい影響が出て くる との予想が

多い。

もう一つのニュー スは,工 業技術院のサ ンシャイン計画で実施 している,豪 州 ビ

ク トリア州での褐炭液化 に関す る ものである。11月 下旬か ら,1日 当 り処理量50ト

ンの実験プ ラン トの一次水素添加系統の連続運転が スター トし,重 質油の抽出が始

まった。現下のゆ るんだ石油需給の下では,目 立たないニュー スであったが,膨 大

な埋蔵 量 を誇 る同地点の褐炭(エ ネルギー量換算でサ ウジア ラビアの原油埋蔵量に

匹敵す るといわれ る)の 液化の研究が本格化 したとい う点で,画 期的な もの ととら

え,順 調 な進展 を期待 したい。

わが国のよ うに一次エネルギー 自給率が,原 子力 を含めて も17%に 過 ぎない とい

う状態では石油需給が 目さき緩和 したといって も,新 エネルギー を含めた石油代替

エネルギーの研究開発 を,ね ば り強 く続けてゆかねばならない。前述のOPECの

今後の動 きが,わ が国の経済に好影響 を与 えるものであれば,国 全体 としては余 力

が出て くるわけであるか ら,この機会に石油代替エネルギーの研究開発費 を充実 し,

わが国の経済安全保障の基盤 を固め るべ きであろう。 もちろん,研 究の進展 と研究

投資の節 目ごとに,十 分 な評価 を行 な う必要が あるこ とは言 うまで もない。(とどり

き いたる)
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o 一
原子炉廃止措置の最近の動向

三 井 英 彦

1.は じ め に 2.最 近 の主な動 き

わが国で運転中の原子力発電所は,昭 和60

年11月 末現在で32基,24,521MWの 設備容量

を有 し,昭 和59年 度には全発電電力量の約23

%を 原子力発電が占めるに至 っている。 この

ように近年わが国のエネルギー供給における

原子力発電の担 う役割はます ますその重要性

を増 しつつあるが,一 方,原 子力発電所がそ

の寿命 を全 うした後の管理及び処理・処分(い

わゆる廃止措置)を 安全かつ円滑に実施でき

るよう長期的視点に立って調査研究 を進めて

お くことは,重 要なことである。このような

観点から当エネルギー総合工学研究所は通商

産業省資源エネルギー庁の委託を受け,昭 和

54年 度以降原子炉廃止措置に関する調査研究

を実施 している。

最近,原 子炉廃止措置に関するい くつかの

動 きがあり,原 子炉廃止措置に対す る一般の

関心が高まってきた。そこでまず原子炉廃止

措置に関する国内の最近の動向を概観 し,そ

の後で総合エネルギー調査会原子力部会がま

とめた報告書 をもとにして,わ が国の商業用

原子力発電施設の廃止措置について述べ,最

後に技術開発の一端に触れることにしたい。

わが国の場合,商 業用原子力発電施設の廃

止措置が現実の問題 となるのはまだ先のこと

ではあるが,そ の廃止措置にそなえて種々検

討が行われている。たとえば次のようなもの

がある。

(1)既 に述べたように,通 商産業省資源エ

ネルギー庁か ら委託を受けて,当 研究所

は昭和54年 度から廃止措置に関する調査

研究を実施 している。

(2)同 様に,通 商産業省資源エネルギー庁

から委託を受けて,㈲ 原子力工学試験セ

ンターは昭和57年 度か ら7年 計画で原子

炉の解体撤去に必要な技術の確証試験 を

実施 している。

(3)日 本原子力研究所は,動 力試験炉(J

PDR)の 解体 について,昭 和56年 度以

来解体技術の開発を含む解体計画 を推進

してお り,昭 和61年 度には本格的な解体

に着手す る段階にきている。解体技術開
くユ　

発及びJPDR解 体 スケ ジュー ル を図1

に 示す。開発 テー マは次 の8項 目で あ り,
くの

その成果は日本原子力学会等で発表され

ている。
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原子炉解体技術開発

!

第2段 階

J
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R

の

解

体

準備工事

炉内構造物,原 子炉圧力容器などの撤去
.。:・:。

原子炉格納容器の撤去

タービン系などの設備 ・機器 ・建屋の撤去

跡地の整理
甑

図1原 子炉解体技術開発及びJPDR

解体スケジュール

開発項目:

①解体 システムエンジニア リング

②放射能インベ ン トリ評価技術

③配管系内部放射能汚染非破壊測定技術

④解体工法,解 体機器

⑤解体関連除染技術

⑥解体廃棄物の処理,保 管及び処分技術

⑦解体 に係 る放射線管理技術

⑧解体遠隔操作技術

(4)総 合エネルギー調査会原子力部会は原

子炉廃止措置対策小委貝会を設置 し,昭

和59年3月 以降商業用原子力発電施設の

廃止措置のあ り方について,わ が国の実

情に合った合理的な工程(標 準工程),費

用対策,廃 棄物の処分及び技術開発等に

関する検討 を行 い,そ の結果を報告書に

まとめて昭和60年7月15日 に発表 した。

(5)原 子力安全委員会のもとに昭和59年12

月に設置された原子炉施設解体安全専門

部会は,原 子炉施設の解体 に係る安全確

保の基本的な考え方について検討 し,そ

の結果を報告書にまとめて昭和60年12月

12日原子力安全委員会に報告 した芭)具体

的には,日 本原子力研究所が,既 に述べ

たように,昭 和61年 度からJPDRの 解

体に着手するので,こ れに先立ちJPD

Rを 対象 とした解体の安全確保に関する

基本的な考え方をまとめたものである。

同報告書には,解 体の安全確保の立場か

ら,① 原子炉の機能停止,② 解体中の原

子炉施設の維持管理,③ 解体撤去作業に

おける安全確保,④ 放射性廃棄物の取扱

い,⑤ 解体完了の確認のあ り方,に つい

て基本的な考え方が述べ られている。

(6)JPDR解 体計画はOECD/NEA

「原子力施設デコミッショニング ・プロ

ジェク トに関する科学技術情報交換協力

計画」の協力対象プロジェク トの一つに

取上げられてお り,そ の一一環 として,日

本原子力研究所主催,OEDC/NEA

後援 「原子炉施設解体に関するワークシ

ョップ」がわが国において去る昭和60年

11月25～29日 に開催 された。

OECD/NEAの 同協力計画への参

加国はわが国をは じめ,米 国,英 国,西

独,カ ナダ,フ ランス他が予定 されてお

り,対 象プ ロジェクトもJPDRを は じ

めとして,シ ッピングポー ト(米国),W

AGR(英 国),ニ ーダーアイヒバ ッハ(西

独)他 が予定されている。

以上のように,最 近いくつかの動 きがみ ら

れるが,こ こでは総合エネルギー調査会原子

力部会がまとめた報告書に基づ いて,商 業用

原子力発電施設の標準的な廃止措置について

述べた後,技 術開発について若干触れること

にす る。

(注)・)原 子 力安全委 貝会 は,昭 和60年12月19日,同 報 告書 を同

委 員会決 定 と した。
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3.商 業用原子力発電施設の廃止措置につい

て一 総合エネルギー調査会原子力部会

の報告書をもとにして一

3.1廃 止措置の基本的な考 え方

原子力発電施設の廃止措置については,原

子 力委貝会の 「原子 力開発長期利 用計画」

(1982年6月)で 示された線に沿い,安 全の

確保 を前提に,地 域社会 との協調 をはか りな

がら進めるべ きであり,敷 地を原子力発電所

用地 として引続き有効に利用すること,運 転

を終了 した原子力発電施設は最終的には解体

撤去することを基本方針 としている。

3.2廃 止措置方式

原子力発電施設の廃止措置方式には,

(1)密 閉管理方式

使用済燃料等の搬出,系 統除染の後原子

力発電施設全体 を閉鎖 して適切な管理下

に置 く方式

(2)遮 蔽隔離方式

使用済燃料等の搬出,系 統除染の後,原

子炉建屋内の放射能の高い部分を遮蔽隔

離(開 口部はコンクリー ト等を充填 し封

鎖する)し て適切な管理下に置 き,他 の

部分は解体撤去する方式

(3)解 体撤去方式

使用済燃料等の搬出,系 統除染の後,原

子力発電施設のすべてを解体撤去す る方

式

(4)こ れらの組合せ方式

がある。これ らの方式を図2に 示す。

わが国の場合,既 に述べたように,最 終的

には原子力発電施設を解体撤去することを基

本方針 としていることから,方 式(1)及び(2)は

この基本方針に沿っておらず,方 式(3)及び(4)

が検討の対象 となる。

密閉管理 あるいは遮蔽隔離後解体撤去す る

安全貯蔵一解体撤去方式は解体撤去方式に比

内容
方式

概

要

図

B

W

R

P

W

R

概

要

密閉管理方式

原子炉建屋 ター ヒ/建 屋

原子炉建屋

タービン建屋等

使用済燃料等の搬出,系 統除

染の後,原 子力発電施設全体を

閉鎖 して適切な管理下に置く方
式。

遮蔽隔離方式

適蔽コ

諦←1 興▲,騒 瀕'

鵜 講 曳津

摺

、

羅
匙

窓

潔
「

輪
使用済燃料等の搬出,系 統除

染の後,原 子炉建屋内の放射能
の高い部分を遮蔽隔離(開 口部

はコンクリー ト等を充填し封鎖

する。)し て適切な管理下に置
き,他 の部分は解体撤去する方
式。

解体撤去方式
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使用済燃料等の搬出,系 統除
染の後,原 子力発電施設のすべ
てを解体撤去する方式。

一
(注)llは,解 体撤去する範囲を示す。

図2廃 止措置方式の概要
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べ,安 全貯蔵期間があるため,敷 地の有効利

用の点で不利ではあるが,安 全貯蔵期間中に

放射能が減衰するため,作 業者の受ける線量

を大 き く低減で きる等の利点があることか

ら,よ り望 ましい方式であるということがで

きる。

安全貯蔵一解体撤去方式の中では,密 閉管

理一解体撤去方式のほうが遮蔽隔離一解体撤

去方式に比べ,安 全貯蔵前に放射能の減衰の

少ない時点で行 う解体撤去及び遮蔽隔離作業

がない分だけ作業者の受ける線量が少ない等

の利点がある。 さらに廃止措置費用について

も密閉管理一解体撤去方式のほ うが少ない傾

向にある。

安全貯蔵期間については,上 述の利点欠点

を考慮 しつつ,解 体撤去作業期間中に作業者

の受ける線量が,年 間当 りでみて,原 子力発

電施設運転中の運転管理,保 守点検作業等に

よって作業者の受ける線量と同程度ない しは

それ以下になる5～10年 程度が適当である。

以上のことから,廃 止措置方式は密閉管理

一解体撤去方式とし,密 閉管理期間は5～10

年程度 とす るのが適当であるとの結論 を得て

いる。

3.3廃 止措置の対象範囲

廃止措置の標準工程策定上対象 とした設備

範囲及び作業範囲は以下のとお りである。

(1)対 象設備範囲

対象設備範囲は,原 子力発電施設の廃止措

置に当って,安 全確保,費 用対策または放射

性廃棄物の処分等の面で,特 別な措置を必要

とするものに限定する。具体的には,原 子炉

建屋,補 助建屋,廃 棄物処理建屋,タ ービン

建屋及びこれらの建屋内の機器設備並びに建

屋外にあっても放射能が付着 しているタンク

及び機器類である(固体廃棄物貯蔵庫は共用施

設 として使用されるので除外。また原子炉建屋

のべ一スマ ットも除外)。放射能に汚染 されて

いない設備,た とえば事務棟,港 湾設備,送 変

電設備等は対象設備範囲から除外 している。

(2)対 象作業範囲

対象作業範囲は,解 体作業時あるいは安全

貯蔵期間中に作業者が受ける線量を低減させ

るために行 う系統除染,安 全貯蔵のための作

業,機 器 ・建屋の解体,放 射性廃棄物の処理

及び放射性廃棄物として扱 う必要のない廃棄

物の処分であ り,使 用済燃料の取出し,冷 却

及び搬出並びに運転中に発生した放射性廃棄

物の処理処分,解 体 による放射性廃棄物の処

分,敷 地再利用のための作業は対象外 として

いる。

3.4廃 止措置の手順 ・工程,解 体技術

3.4.1手 順 と工程

最終的に運転 を終了 した原子力発電施設

は,使 用済燃料 を取出 し,冷 却,搬 出等を行

った後,運 転中に系統内に蓄積 したクラッド

放射能 を除去するため,い わゆる系統除染が

実施 される。系統除染は,前 述のように,そ

の後に行われる安全貯蔵及び解体撤去作業に

おいて,作 業者の受ける線量を低減するため

に行われるもので,原 子炉一次冷却系を化学

除染 を中心 として行 うものである。

放射能にはクラッ ド放射能のほかに,運 転

中の中性子照射により構造物が放射化するこ

とによって生ずる放射化放射能がある。ステ

ンレス鋼等の金属の放射化 により発生するコ

バル トー60等 がその例である。これら放射化

放射能は大部分が炉心付近の機器構造物に存
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在する。

安全貯蔵はこれ ら残留放射能 を減衰させ,

その後に行われる解体撤去作業時の作業者の

受 ける線量を低減す ることを目的として とら

れる措置であ り,こ の期間中原子力発電施設

は次のように管理される。

① 各建屋の出入口は施錠 し,管 理する。

② 機器,配 管等の弁や蓋等は閉止状態 と

し,管 理する。

原子炉停止

↓
使用済燃料取出し,

↓圏
↓

冷却,搬 出等

③ 侵入監視装置,放 射線監視装置及び火

災報知器等により監視状態に置き管理す

る。

安全貯蔵期間が経過'した後,原 子力発電施

設は解体撤去の段階に入る。

原子力発電施設の主要建屋の断面図を図3

に示す。解体撤去の対象設備範囲及び対象作

業範囲は既に述べた通 りである。原子力発電

施設の機器には残留放射能があるため,そ の

「一『一一『 「

L_一__」:解 体撤去作業範囲

安全貯蔵

「 一 一

施設の放射線サーヘイ

門一 　一 一一 　一 「

原子炉建屋内機器設備等
の解体撤去

↓

タービン建屋内機器設備

等の解体撤去

↓

その他の建屋内機器設備

等の解体撤去

炉内構造物の解体撤去
(遠隔操作,水 中切断)

↓
原子炉圧力容器の解体撤去

その他の機器(遠 隔操作,水 中切断)
の解体撤去 原子炉格納容器内機器の解

体撤去
↓

原子炉熱遮蔽壁の解体撤去

(遠隔操作)
↓

原子炉格納容器の放射化部
の解体撤去(遠 隔操作)

↓
生体遮蔽壁の放射化部の解

体撤去(遠 隔操作)

↓
原子炉格納容器本体の解体

撤去
↓

建屋内残存設備の解体撤去
(換気空調設備,ク レーン等)

非放射性機器及び放射性機

器の解体撤去

(主発電機,タ ービン本体,
主復水器等)

建屋内残存設備の解体撤去

(換気空調設備,ク レーン等)

1

放射性機器及び非放射性機
器の解体撤去

i
建屋内残存設備の解体撤去

(換気空調設備,ホ イスト等)

残存施設の放射線サーヘイ

L.

↓ ↓

原子炉建屋の解体撤去 タービン建屋の解体撤去
その他建屋及び施設の解

体撤去

↓1 」

一__」一 一・一 一}一
Ψ

終了

図4解 体撤去作業手順(BWR)
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① 原子炉圧力容器

② 再循環ポンプ

③ 原子炉格納容器

④ 燃料貯蔵プール

⑤ 原子炉熱遮蔽壁

⑥ 生体遮蔽壁

⑦ クレーン

⑧ タービン発電機

⑨ 復水器

原子炉建屋

口鳳

[
[
][

一

」田

曽
醜

ロロ
9 1鱗

BWR原 子力発電施設

)

① 原子炉容器

② 加圧器

③ 蒸気発生器

④ 原子炉格納容器

⑤ クレーン

⑥ タービン発電機

⑦ 復水器

原子炉建屋

±

ロ馴 口四 田開
皿　

く=写==フ

PWR原 子力発電施設

図3主 要建屋断面図
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解体着手
(0)
▽

工

1020

11

程 (月)

30

1

40
1

解体撤去完了

▽

2
屋

炉内構造物
一

原子炉建屋内機器

原子炉圧力容器
一

原子炉熱遮蔽壁
團
原子炉格納容器
一

原子炉格納容器内機器 生体遮蔽壁
㎜

(注記)

悪:ク リティカルバス

原子炉建屋地上部

原子炉建屋地下部一

【1

1 1 一
タ建

{
ビ
ン屋

タービン建屋内機器

ター ビ ン建 屋
1 i

[1

そ

の

他

建

屋

廃業物処理建屋内機器
1
廃棄物処理建屋

1

1

補助建屋内 ・屋外機器
lI

i 1

補助建屋
[=

図5大 規模原子力発電プラント(BWR)の 標準的な解体撤去工程

解体撤去は放射線管理区域内作業 として管理

される。 このため作業者の受ける線量の低減

の観点から,ま ず放射能を含む機器類 を解体

撤去 し,次 に放射能 を帯びた建屋の部分 を撤

去 し,管 理区域を解除 した後に建屋を解体撤

去する。原子炉炉心近 くにある機器ほど放射

能を多量に含んでいるため,こ の部分の機器

を早期に撤去することが周辺機器の解体撤去

を容易にする。この意味で炉心部分の機器か

ら解体撤去を開始 し,順 次周辺機器を解体撤

去する手順をとることになる。一方,放 射能

にあまり関係のない機器類の解体撤去は解体

工程,解 体作業の効率化を考慮 しつつ,炉 心

部分の解体撤去 と並行 して行 う。解体撤去手

順及び工程 をそれぞれ図4及 び図5に 示す。

解体撤去中に利用可能な機器設備,た とえば,

放射性廃棄物処理設備,放 射線モニター,換

気空調設備,ク レーン等は有効に利用し,可能

な限 り後段で解体撤去する。

3.4.2解 体技術

原子炉炉心部分の高放射性機器の解体撤去

作業には,作 業者の受ける線量 を低減する観

点から遠隔操作技術 を広 く適用する ととも

に,遮 蔽効果を有効に利用す ることが必要で

ある。 一

機器解体技術 としては,ア ー クソー,ア ー

クガウジング,ガ ス切断等の工法が適用され

る。原子炉炉心部以外の,た とえばター ビン

発電機 各種 ポンプといった機器あるいは配

管の解体撤去にはガス切断,ア ー クソーある

いは機械的カッター等を用いて切断すること

がで きる。

放射能 を帯びたコンクリー トの剥離にはダ

イヤモンドソー と鉄筋カッターに くさびを組

合せた工法が,原 子炉建屋,タ ービン建屋等

の解体撤去には管理爆破,ジ ャイアン トブレ

8
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一 カー等の工 法が適用 で きる
。

3.5解 体廃棄物

原子力発電施設の解体による廃棄物は主 と

して金属及びコンクリー トである。

金属廃棄物の発生量は,た とえば110万kW級

のBWR及 びPWR原 子力発電施設の場合約

4～5万 トン程度であるが,こ のうち放射性

金属廃棄物は約1万 トン程度である。この放

射性廃棄物は運転中の原子力発電施設で発生

する低 レベル放射性廃棄物 と同様に取扱える

程度の放射能レベルであり,細 断,圧 縮等の

処理 をした後専用の容器に収納し,運 転中の

原子力発電施設で発生する低 レベル放射性廃

棄物 と同様最終貯蔵される。 また,極 低 レベ

ル放射性廃棄物は安全を確認して処分するこ

とが考えられている。放射駐廃棄物 として取

扱 う必要のない金属廃棄物はスクラップ等 と

して再利用に供 される。

コンクリー ト廃棄物は,同 じく110万kW級B

WR及 びPWR原 子力発電施設の場合,約50

万 トン程度発生するが,こ の うち放射性 コン

クリー ト廃棄物は1千 トン弱である。放射性

コンクリー ト廃棄物は放射性金属廃棄物 と同

様に処理処分 される。放射性廃棄物 として取

扱 う必要 のない コンク リー ト廃棄物 は埋立

用,建 設用骨材,路 盤材等 として再利用が可

能である。

3.6廃 止措置に要する費用

既に述べた廃止措置の標準工程に基づ いて

算出された廃止措置に要す る費用は,110万kW

級原子力発電施設の密閉管理一解体撤去の場

合,約300億 円(昭 和59年 度価格)で,建 設費

の約10%で ある。この算定結果は諸外国の試

算例 と比較 しても大差ないことがわかった。

)
放 射 性廃 棄 物
工【又糸内容器 費

.8.3%そ の他
18.8%

密閉管理に

要する費用2.5%

物
醜備 資 材
26.1%

笏 、

放射性廃棄物
収納容器費
5.6%

密閉管理に
要する費用2.6%

その他
182%

人 件 費
38.1%

図6110万kNV級 原子力発電施設の密閉管理(5年)一 解体撤去の廃止措置費用内訳
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この費用は,

① 密閉管理に要す る費用

② 解体撤去に要す る費用

か ら成ってお り,図6に その内訳 を示す。

なお,米 国,西 独,仏 国,英 国等において

は,既 に廃止措置に要す る費用を引当金方式

等により手当する制度が確立されている。わ

が国においては,電 気事業審議会料金制度部

会中間報告(1981年12月)に おいて 「廃炉に

係 る費用について も原子力発電を行 うことに

伴 う費用であ り,将 来発生することは確実で

あるため,理 論上は発電 を行っている時点に

おける費用 とすべ きであると考えられる」 と

の方針が出されている。原子力部会において

今回廃止措置に関す る方針が承認されたこと

により,今 後廃止措置費用についての電気料

金,企 業会計及び税制面での具体的な対策の

検討が期待 されている。

4.技 術 開 発

原子力発電施設の廃止措置については,現

時点において も既存技術又はその改良により

十分対応できるが,作 業者の受 ける線量の低

減,作 業の効率化,放 射性廃棄物量の低減等

をはかるためには一層の技術開発が必要であ

る。

総合エネルギー調査会原子力部会の報告書

には以下のような技術開発課題が挙げられて

いる。

① 解体前 除染技術 二 除染効果 が大 き

く,二 次廃棄物の処理の容易な除染技術

の開発

② 放射性機器 ・設備の解体技術:材 質

及び肉厚に関係 な く遠隔で切断可能な技

術の開発

③ 堅牢な構造物 ・建屋の解体技術 二 堅 、

牢な構造物 ・建屋 を一般建屋並みに効率

よく解体可能な技術の開発

④ 放射性金属廃棄物の再利用のための除

染技術:形 状が複雑 な大型機器等の放

射性金属廃棄物に対 しても高い除染効果

が得 られる除染技術及び放射性金属廃棄

物を除染 と同時に再利用に適するように

加工をすることができる除染技術の開発

⑤ 廃止措置を考慮 した設計:廃 止措置

時の除染,解 体作業の容易 さ,廃 棄物量

の低減等廃止措置をあらか じめ考慮 した

原子力発電施設の設計の検討。

技術開発 については,日 本原子力研究所 に

おいて,JPDRを 対象 として,将 来活用し

得 る解体技術の開発が行われているほか,㈲

原子力工学試験センターにおいて原子炉圧力

容 器切断技術等の確証試験が実施 されてい

る。

日本原子力研究所の技術開発については学
の

会等で発表されているので,こ こでは㈲原子

力工学試験センターにおける確証試験 につい

て要約することにしたい。

勧原子力工学試験センターで実施 している

確証試験は次の2つ である。

① 原子炉圧力容器切断技術

② 生体遮蔽壁表層剥離技術

これ らの試験は110万kW級 の軽水炉 を対象

として行われてお り,基 本試験,予 備試験,

確証試験の3段 階で構成 されている。それぞ

れの試験概要 を表1及 び表2に 示す。昭和59

年度にはいずれ も基本試験を終了し,現 在は

予備試験 を実施 している段階である。
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表1原 子炉圧力容器切断試験試験概要

基 本 試 験 予 備 試 験 確 証 試 験

試験 方針

○基本的切断性能の把握

〇二次廃棄物発生量,性 状

の把握

○実炉を模擬 した円弧状試

験体の遠隔水中切断性能
の把握

○実炉を模擬した容器状試

験体の水中切断によるR

PV遠 隔切断技術の実機
への適用性の確証

試 験 体

ガス切断性能用:く さび形

ガウジング性能用:平 板状
クラッド鋼模擬

試 験 用:直 方体状

円弧状 容器状

試 験内 容

○基本的切断性能の把握

1ガ瑚 断条件の把握1

○円弧状試験体の遠隔切断

性能の把握

○実炉を模擬した容器状試

験体の遠隔切断性能の把

握

l

lガ ウジング条件の把画

一
円弧状(フ ランジ部,
胴部模擬)試 験体の

切断

一

i 陪 器状試験体の切剛
クラッド鋼模擬試験体
の切断

円弧状(下 鏡部模擬)

試験体の切断
一

○ 二次発生物の発生量, 、
発生状況調査

二次生成物の発生量,

発生状況調査

試験雰囲気 水 中(一 部気中) 水 中 水 中

表2生 体遮蔽壁表層剥離試験試験概要

基 本 試 験 予 備 試 験 確 証 試 験

試 験方 針
切断剥離装置の基本的性能
の把握

切断剥離装置の遠隔操作へ
の対応性の把握

遠隔操作設備 と組合せた切
断剥離装置の実機への適用
性の確証

試 験 体
実機の各構成材を単独で配
置した試験体

実機の各構成材を,実 機を

或る程度模擬して組立てた
試験体

実機を模擬して組立てられ
た円筒状の実大試験体

試 験内容

デ ィ ス クカ ッ タに よる鋼

板 ラ イナ の切 断,コ ン ク

リー トの溝 切 り

改良されたディスクカッ

タによる鋼板ライナおよ
び1型 鋼の遠隔切断,コ
ンクリー}の 遠隔溝切 り

改良されたディスクカ
ッタ,鉄 筋カッタ(勢

断式またはディスク式)
くさびおよび必要に応

じ,ラ イナ剥離装置を
遠隔操作設備に取付け

た遠隔切断剥離設備を
用いて実機を模擬した

実大試験体を,剥 離解
体手順にしたがって剥

離解体し,実 機への適
用性を確証する。

鉄筋カッタによる太径鉄

筋の切断
改良された鉄筋カ ッタ

傍 断式またはディスク
式)に よる太径鉄筋つな
ぎ筋の遠隔切断

機械的くさび(静 的圧入,

動的圧入),化 学的くさび
によるコンクリー トの層

状剥離

選定されたくさびによる
配筋されたコンクリー ト
の遠隔層状剥離

二次生成物の発生量,発

生状況調査
二次生成物補集装i置の基

本性能把握

二次生成物補集装置の
遠隔補集
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4.1原 子 炉圧 力容器切 断技術

確 証試 験の段階 では図7に 示 した よ うに,

内 面 に厚 さ約10mmの ス テンレス鋼 を内張 りし

た低合金鋼 の容器(上 部 は420mm厚 で,PWR

原 子 炉容器 のフ ランジ部 相 当,下 鏡部 は170mm

厚 で,BWR圧 力 容器 の下鏡部相 当)を,内

側 か らマ ニ ピュレー タに取付 けた切断装 置に

よ り,水 槽 内で水 中切 断 しよ うとす る もので

あ る。切 断には,図8に 示す よ うに,内 張 り

された ステ ンレス鋼 をアー クガウ ジング工 法

で削 り取 り,低 合 金鋼 部分 をガス切断 す る,い

わゆ るアー クガ ウジ ング ・ガ ス切 断工法 を適

用す る。既 に終 了 した基本試験 にお いて,ア

ー クガ ウジン グ工法 に よ り
,ス テ ンレス鋼 の

厚 さ10mm程 度 の試験体 を水 中で15～25cm/分

の速度で削 り取ることができること,ガ ス切

断工法によ り,厚さ400mm程 度の低合金鋼試験

体 を水中で8cm/分 程度の速度で,ま た厚ざ

200mm程 度の試験体では25cm/分 程度の速度

で切断することがで きることが確認されてい

る。さらにステンレス鋼 と低合金鋼が一体 と

なった厚さ約400mmの 試験体の切断試験で,4

cm/分 程度の速度で切断できることが確認さ

れている。

4.2生 体遮蔽壁表層剥離技術

確証試験の段階では図9に 示 したように,

PWRの 生体遮蔽壁を模擬 した鉄筋コンクリ

ー ト製の円筒壁(内 側表面 に厚さ10mm程 度の

ステンレス鋼板 と炭素鋼板 を張 り,そ の内部

図7原 子炉圧力容器切断技術確証試験概念図

〔

ガウジングトーチ1

支讐＼]1

ジェ ッ ト水 ガ
ス切 断 トー チ

/
(Q
エ ア カー テ ン

1空
1切断方向1

⇔

ス トリップ1

魅 く)oo

テ ン レス鋼o亀 ∵
ノOo

＼i「

…

…

ノ 、

/

o。二

1'∂
へ

氏合金鋼 t煎柿昌

蒼pv
、

予熱ガス 切断用酸素

図8ア ークガウジング・ガス切断組合せ装置
による試験概念図

%
密

鼠

/〃

二次廃棄物補集装置

試験体

`・ ・ 戸'

切 断装 置
マニ ピュ レー タ

図9生 体遮蔽壁表層剥離技術確証試験概念図

20cm深 さの部分に直経51mmの 太径鉄筋が縦横

20cm間 隔で2重 に組込まれた鉄筋コンクリー

ト壁)を マニ ピュレータに取付 けた装置によ

り,① 表面の鋼板 を切断 して取除 き,② 太径

鉄筋 を切断 し,③ その内部の放射化されたコ

ンクリー ト部分 を剥離 しようとするものであ
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る。既 に終 了 した基本試験 にお いて以下の よ

うな結 果 を得 てい る。

(1)内 張 り鋼 板の切 断試験

デ ィス クカ ッタ(直 径511mmの レ ジノイ ドブ

レー ド及 び直径762mmの ダ イアモ ン ドブ レー

ド)に よる切 断試験 で,ス テ ンレス鋼 板及 び

炭素鋼 板 とも20～50cm・/分 程 度の速度 で切 断

で きるこ とが確 認 され た。

(2)コ ン ク リー ト切 削試験

コンク リー ト剥 離の ための溝 を切 る切 削試

験 では,上 述 のデ ィス クカ ッタの移動 速度 が

50cm・/分 で切 削で きるこ と,レ ジ ノイ ドブ レ

ー ドの場合
,冷 却 水の使 用に よ りブ レー ドの

摩耗 及び粉塵 の濃度 を抑制 で きるこ とが確 認

された。

(3)太 径 鉄 筋切 断試験

鋼板切 断用 のデ ィス クカ ッタによ る切 断方

式 でスムー スに切 断す るこ とがで き,切 断性

能 に問題 はない ことが確 認 され た。

(4)く さ びに よるコン ク リー ト剥離 試験

放射 化 され た コンク リー トを剥離 す るため

の くさび に関 す る試験 は,コ ン クリー トの表

面 に溝 の深 さ150mm,巾(溝 間隔)150～300mm

の 溝 を切 削 し,そ の溝の一方 に くさび を挿 入

してブ ロッ ク状 に剥 離 しよ う とす る もので あ

る。基 本試験 の結 果,鋼 製 くさびを油圧 によ

り動 的 に圧 入す る試験,同 じ く静的 に圧 入す

る試験,化 学 的 くさび(膨 張剤)を 挿 入す る

試験 の いず れに よって も剥離 性能上有 意差 は

認め られず,溝 間隔/溝 深 さの値 が最 大約2

の 範 囲 まで はブ ロッ ク状 に剥 離で きる ことが

確認 され た。

5.む す び

原子力発電施設の廃止措置に関す る国内の

最近の主な動 きと総合エネルギー調査会原子

力部会の報告書に基づ く商業用原子力発電施

設の廃止措置及び国内における解体技術の一

端について述べた。商業用原子力発電施設の

廃止措置が現実の問題 となるにはまだ時間が

あるとはいえ,い ずれは確実に現実の問題 と

なるものであり,政府機関をはじめ電力会社,

原子炉 メーカー,建 設会社等関係者は目下こ

の問題に真剣に取組んでいるところである。

昨今 この問題に対する関心が高まりつつある

折でもあ り,最 近の動向を概観 し,そ の一部

の内容に触れた次第である。何 らかのご参考

になれば幸である。なお,一 般向けのわか り
く　　 ナ

易い参考資料 をい くつか挙 げてお きたい。

(みつい ひでひこ 副主席研究員)

参 考 文 献

(1)江 頭 他,原 研 にお け る原子炉解体 技術 開

発 の着眼点(第2報)他,日 本 原子 力学

会 昭和60年 秋 の分科 会予稿集,P.115～

P.129(昭 和60年10月)

② 江頭他,原 研 にお ける原子炉解体 技術 開

発 計画他,原 子力工業,第29巻 第6号,

P.17～P.44(昭 和58年6月 発行)

(3)上 村 雅一,わ が国商業 用原子 力発電所 の

廃 止措置の あ り方他,エ ネル ギー レビュ

ー
,第5巻 第9号,P.2～P.31(昭 和60

年8月20日 発行)
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は じめに

米国エネルギー省(DOE)は1985年6月

5日 に新濃縮技術の開発対象 として,レ ーザ

ー法を採用する旨発表した。我が国では,ウ

ラン濃縮に遠心分離法を採用 し,事 業化への

スター トを切った直後だけに,レ ーザー法に

対する関心は急激に高まった。現在,自 由主

義諸国における稼動中の濃縮法は米国DOE

及びユーロディフのガス拡散法並びにウレン

コの遠心分離法であるが,一 般の関心はそれ

までこれら既存の濃縮技術 と,開 発中の遠心

分離技術に向いてお り,レ ーザー濃縮法は一

部の関係者に注 目される程度であった。

このような状況下において,DOEが 採用

を決定 したレーザー法は,人 によづては,降

って湧いたような感があってもやむを得 ない

ことであった。

しかし,実 際は,レ ーザー法,特 に原子法

レーザー濃縮技術が採用されるまでには,何

年にも互る原子法レーザー濃縮推進者の努力

があ り,遠 心分離法推進グループ との間に熾

烈な開発競争があったことも事実である。

ここでは,米 国における遠心分離法とレー

ザー濃縮法の開発経緯及び今後の計画を紹介

するとともに,米 国DOEの 発表に対する各

国の反響及び我が国の濃縮技術開発現状につ

いて取 り纏めてみた。

1.米 国DOEの 新濃縮技術開発の経緯と動向

1.1新 濃縮技術開発の背景

1)想 定需要量に対する対応

1973年 の石油ショック前後における世界の

エネルギー需要想定量は,現 在の想定量 をは

るかに超 えていた。1974年 当時に米国原子力

委員会(AEC)が 予測 したウラン濃縮需要

量について2000年 を例にとってみると,発 電

量1,500ギ ガ ワ ッ トに対 応 す る15万 トン

SWUに も達 している。(図1参 照)

DOEの 前身であるエネルギー研究開発庁

(ERDA)が 有 していた当時の供給能力は

1万7千 トンSWU/年 であったが,契 約量は

既に拡張計画目標の2万7千300ト ンSWU/

年を達成 してお り,ERDAは 追加契約の受

付けを打切った程である。

米国の濃縮は,オー クリッジ,パデューカ,

ポーツマスのガス拡散工場で行われるが,A

ECは 将来の濃縮需要の伸 びに対処す るた
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表1 ガス拡散濃縮計画及びCIP/CUP

1

オ ー ク リ ッ ジ

工 場

パ デ ュ ー カ

工 場

ポ ー ツ マ ス

工 場 合 計

場 所 テ ネ シ ー 州 ケ ン タ ヅ キー州 オ ハ イ オ 州 一

建 設 期 間 1943-1954年 1951-1954年 1953-1956年 1943-1956年

当初能力(トンSWU/年) 4,700 7,300 5,200 17,200

CIP/CUPに よる増強 3,000 4,000 3,100 10,100

CIP/CUP期 間 1971-1981年 1971-1981年 1971-1983年 1971-1983年

現在能力(ト ンSWU/年) 7,700 11,300 8,300 27,300

所 要 電 力 量(MWe) 2,110 3,040 2,260 7,410

め,こ れ ら3工 場 に対 し,1971年 か ら10年 計

な ユラ

画でカスケー ド改良計画(CIP>及 びカス
さま　ラ

ケー ド出力増強 計画(CUP)を 実 施 し,生

産能 力 を合 計2万7千300ト ンSWU/年 に 高

め た。 両計画 に要 した費用 は約15億 ドルで あ

る。(表1)

そ の 後,需 要 の低迷 と,電 力料金上 昇 に伴

うDOEの 濃 縮 コス ト割 高 とが原 因で,DO

Eと の 長期契約 をキャンセルす るケー スが発

1,000ト ンSWU予 測年

1』01974

100

50

1976

1978

1980

ノ ニζ1982
礁

19801985199019952000

年

図1米 国 供 給 の 民 間 向SWU需 要 予 測 の 変 化

濃縮 ウ ラン

一 価 古_

壽 ・一瓢
分子 ポンプシール

注1)CascadeImprovementprogram

注2)CascadeUpratingProgram

個 転胴

スクー プ

モータ

下部軸受

磁宕

図2Zippe型 遠心分離機

出典:原 子力用語辞典(日刊工業新聞社)

生す るようにな り,濃 縮在庫の増加 と第二市

場の出現を見るに至るようになるとは,当 時

の状況からは想像出来に くいことであった。

ちなみに,1984年 の段階で,自 由世界の全需

要量(20,800tSWU/y)は 供給能力の約%に も

落 ち込み,今 後10年 程は在庫過剰状態が続 く

と予測されている。

米国DOEは,後 になって他の濃縮事業者

に対抗する上でも競争力のある新濃縮技術の

開発 に拍車 をかけることになるのである。

2)遠 心分離法の開発

米国がウランガスの遠心分離に成功 したの

は第二次大戦中であり,同 国の遠心分離技術
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年 度
'81
81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97

〔遠 心 機 据 付〕 一

1秀索目2345678

生 産 設 計 汐 ノ
信頼性 テ ス ト

Set4Set5Set6

基本 デザ イ ン

概 念 設 計

(年 度)
■81
81 82

1

83 84 85 86 87

1

88 89 90 91 92 93 94 95 96 97

表2

図3遠 心分離機開発スケジュール(当 初案)

当 初 のSetVI～SetVI目 標

性 能 信頼性試験開始時期 実用化時期

SetIII型 機

SetIV型 機

Setv型 機

SetVI型 機

100%

150%

175%

200%

1985年

1990年

1995年

1988年

1993年

1998年

開発の歴史は相当古いと言える。その後,ガ

ス拡散法がマンハ ッタン計画により軍事用に

採用されたため,遠 心分離法は1950年 代中頃

まで大学中心に細々と研究された。

その後,AECは1955年 にバージニア大学

に対 し遠心分離機開発の予算措置 を行 った

が,そ れを契機 に実用化のための研究開発 を

外部に委託 した。その結果,1968年 迄に高性

能遠心分離機の信頼性試験施設を設計す るの

に十分なデータを得 ることが出来た。遠心分

離機が実用化の舞台に登場出来るようになっ

た大きな要因として,回 転円筒 を一つの接触

点 で支 えるZippeの 遠心分離機が挙げ られ

る。(図2)

1972年 以降になると,多 数の民間企業が濃

縮技術の民間移転に関心 を示す ようになっ

た。中には試験用遠心分離機の製造まで行 う

会社が出現 したほどである。 しか し,1976年

に民間濃縮体制の誘導,育 成 を目指 した 「核

燃料保証法案」が議会で廃案 となり,民 間自

身による濃縮計画は消え去ることとなった。

1977年 にDOEに よる遠心分離工場建 設
なの

(Add-on計 画=GCEP計 画)が 決 定 さ

れ る と,同 計画へ の参加 を巡 って民間企業 間

で競争 が展開 され た。 その結果,1979年 に選

ばれ たのがBoeing,Garrett及 びGoodyear

の3社 であ る。GCEP計 画 は,当 初8棟 を

建 設す る計 画(ポ ー ツマ スの ガス拡散工場 に

隣接)で,1994年 に全棟 が完成 す る と供給能

力 が8,800ト ンSWU/年 に な る予 定 で あ っ

た。 当初 の遠心分離機 開発 スケ ジュー ルを図

3に,ま た開発機器 の 目標 を表2に 示す。

その後GCEP計 画 は,DOE内 部 での再

検討 や,会 計検査 院(GAO),議 会 予算局(C

注3)GasCentrifugeEnrichmentProgram
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PUMP

導:聯 腿

FEE炉

図4原 子蒸気 レーザー同位体分離(AVLIS)法

BO)等 の 批判が 基 となって,1984年 に変 更

修正 が加 えられ た。 変更点 の うち注 目すべ き

点 は,SetIVが 無 くな り,SetIIIか らSetV

ヘ ス キ ップ した点 で ある。SetVIはSetVへ

吸 収 された形 にな って いる。分離能 力 は,Set

IIIが200kgSWU/年,SetVが そ の3倍 の600

なの
kgSWU/年 と言われ てお り,後 者 をAGCと

称 してい る。

1.2先 端的同位体分離(AIS)計 画 に対

する初期の評価 と開発方針

1)AlS技 術の概要

DOEは,ガ ス拡散工場の運転及び遠心分

離工場(GCEP)の 建設を進める一方,よ

り経済効率の良い濃縮技術 を求めて,先 端的
　まらラ

同位体分離(AIS>計 画に取 り組んだ。レ
ぞま　ラ

ーザー 法(LIS)及 び プ ラズマ分離 法(P

　 　ラ

SP)が それ であ る。 レーザー法 には原子 法

な 　ラ

レーザ ー ウラン濃縮(AVLIS)と 分 子法

な 　　

レー ザー ウラン濃縮(MLIS)の 二 方法 が

ある。

AVLISは,金 属 ウラ ンを蒸発 し,レ ー

ザー 照射 に よって選択 的 に235Uを イ オ ン化

注4)AdvancedGasCentrifuge

注5)AdvancedIsotopeSeparation

注6)LaserIsotopeSeparation

注7)PlasmaSeparationProcess

注8)AtomicVaporLazerlsotopeSeparation

注9)MolecularLazerIsotopeSeparation

し,電 磁 界に よって収 集す る方法で ある(図

4参 照)。1970年 にAVCO社 が,ま た,1974

年 に ロー レンス リバ モア国立研 究所(LLN

L)が そ れ ぞれ原理実証 を行 った後,急 速 に

進展 した。1975年 にAVCO社 とEXXON

Nuclear社 がJNAI社 を設 立 し,大 規模 開

発 に着 手 したが,1980年 に エネル ギー研 究諮

問委員 会(ERAB)がLLNLのAVLI

Sを 採 用 し,JNAI社 が 政 府の助成 資金獲

得 に失敗 した ため,同 社 はAVLISか ら撤

退 した。

MLISは,UF6ガ ス に赤外 レーザ ー を『

照射 し,選 択的 に励起 され た235UのUF6に

紫 外 レーザー を照 射 してFを 解離 し,固 型化

したUF5に 弗 素 を添加 して濃 縮UF6を 回

収す る方法で あ る。 ロスアラモ ス国立研究所

(LANL)やEXXON社 で 研究 開発が行

われ,1976年 に はLANLが1mgの 低 濃縮 ウ

譜 一
継 ∬

ENRICHEDURAN【UM

図5分 子 レーザー同位体分離(MLIS)法

図6プ ラズマ分離(PSP)法

}【1

し
R

-

B↑

一一・ll
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表39,000ト ンSWUプ ラ ン トの コ ス ト比 較

FORMOF
URANIUM

CONT-
RACTOR

CAPITAL

COST

ESTIMATE

SWUOOST
ESTIMATE
($/SWU)

MOLECULAR

ATOMIC

PLASMA

LASL

LLL・

TRW

$935M

$670M

$880M

28

21・

30

ランを回収 したと報告されている。(図5)

PSPは,1974年 よりTRW社 で開発され

て きた技術で,図6に 示すように蒸発,イ オ

ン化 したウランプラズマを235Uの サ イクロ

トロン周波数 に共鳴す る高周波の磁場 に入

れ,235Uの みにエネルギー を付与 して,そ の

半径軌道 を螺施状に大きくし,隙 間を有する

グリッ ドを介 して235Uイ オンを回収する方

法である。(図6)

2)各 技術に対する初期の評価

上記3方 法に対す る初期の評価 にERAB

のAISパ ネル報告書がある。この報告書は,

当時のDOEの 最高技術諮問グループであっ

たERABの 特別AISパ ネルによって1980

年11月 にDOEに 提出されたもので,AGC

も含む濃縮技術開発に関する総合的な報告 と

なっている。要点は次の とお りである。

イ.AIS3方 式はいずれも技術的には大規

模濃縮が可能。SWU.コ ス トの見通 しは20

～40ド ルである。

図7AVLIS総 合濃縮施設概念図

図8Mars

ロ.適 切な評価 を行 うには情報不足であ り,

現在,AIS方 式を一つに絞る技術的な根

拠は何 もない。

ハ.3方 式の技術上の不確定性 を82会 計年度

半ばまでに解決する見込みは極めて薄い。

したがって,選 択するための技術的根拠が

固まる見込みは何 もない。

DOEの 原子炉プ ログラム担当次官補代

理,Dr.ThomasDillanは,1981年3月 の議

会でAISの 経済性は表3の とお りであ り,

他 の濃縮法に比べ る と優位 であると証言 し

た。

1.3AVLlS及 びAGCを 新濃縮技術

の開発対象 に選ぶ までの経緯 と背景

1)AlS技 術からのAVLlSの 採用

1984年4月,DOEは,AVLISをAI

S技 術のうち,最 も低 コス トの見通 しが得 ら

れる技術 として,AGCと ともに開発対象に

選んだ(DOEニ ュース)。

さらに,既 存のガス拡散工場の代替及び濃

縮容量の増大化のために,AGC,AVLI

Sの いずれかを1990年 迄 に選択する方針であ

ることを明らかにし,注 目された。AIS技

術の うち,残 り2方 式は軍事プログラムに組

込 まれて研究 ・開発が続行 している模様であ
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表4 AVLIS法 の開発経緯まとめ

レ ー ザ ー 発 振 器 分 離 機

1974年 〔AVLISの 原理 の 実 証(ロ ー レ ンス リバ モア)〕

1976年 〔主 要 各部 の 設 計 ・試 作:SPP-II(SelectivePhotoionizationPulsedTest-Bed

Facillity,ロ ー レン ス リバ モ ア,別 添 図参 照)〕

○プ レ ・プ ロ トタイ プの レーザ ー試 作 ○気化装置の試作

○銅 蒸 気 レー ザ ー8台,染 料 レー ザ ー4台 ○分離機の基礎データの収集

試作

1978年 ○電 子 ビ ー ム を 用 い た 気 化 装 置Regulia

を試 作(ロ ー レン ス リバ モ ア)

1980年
一

〇SPP-IIの レー ザー 光 線 増強:Venus

(出 力10～15Wの 銅 蒸 気 レー ザー32台 か

ら構 成 さ れ,SPP-IIの レー ザ ー と結

合 し,300W以 上 の 平均 出力 を得 た。 ロー

レ ンス リバ モア

1981年
駈

01/2ス ケールの大型電子ビーム気化装

置:Mars完 成(ロ ー レ ンス リバ モ ア)

1983年 OHPLF(高 出 力 レー ザ ー 施 設,最 終 目

標:1,000W,ロ ー レ ンス リバ モ ア)操 業

開始

1984年 OMHDM(プ ロ トタイプ分離機)稼 動

(オ ー ク リ ッ ジ,マ ー チ ン ・マ リエ ッ タ)

1985年(予 定) 01/2サ イズの実験プラント 運転開始 (ロー レ ン ス リバ モア)

○フ ル ス ケー ル実 証 プ ラン ト(1,000tswu/年) 完成 予 定(ロ ー レン ス リバ モ ア)

る。

2)AVLIS法 の 開発 努力

表4は,LLNLに お け るAVLIS法 の

開発経緯 をま とめた もの であ る。研究 開発 は

主 としてAVLIS総 合 濃縮施 設(カ リフ ォ

ルニ ア州 リバ モア所 在)で 実施 され た。 この

施 設 はSPP-II,Venus及 びMarsと 呼 ば

れ る設備 か ら構成 されて いる。(図7)

SPP-IIで プ ロセス ・レー ザー光線 を作

り,Venusで こ れ を増強 した後Regulisの 小

型分 離装 置か,Marsの 大 型分 離装置 に送 る。

(図8)

AVLISのSWUコ ス トは,1975年 以 降

毎年LLNLで 予 測 してい るが,そ れ による

と,1977年 以 降 ほぼ一定 して$25/SWU内 外

(1983年 ドル価 値)に な って いる。 図9は,

SWUコ ス ト予測 の推 移 を表 わ した もの であ

る。1975年 ～1977年 に かけて急激 な低 下 を き

た してい るが,こ れ はレーザーや他 の技術 の

進歩 ・改良 によ るこ とは もちろん,ウ ラン蒸

発 に効率 の良 い電 子 ビー ム加 熱法 を用 いるよ

75

$50
彌

25

10Wcostthroughcontjnued

technologyimprovements

0
7576777879808182838485

。Renormalizedto1983$

図9AVLIS法 に よるSWUコ ス ト予測の移

り変 り
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転 換 費

(18%)$4
.50_ __

/!→$10・30

資本費

(42%)

電 力費

(16%)

$、.。。ノ/

錨 の＼
(24%)$5 .90

図10AVLIS法 に よるコス ト内訳

うになった結果である。それ までは,抵 抗加

熱器を使用していたため,エ ネルギー費の割

合が大 きかった。DOEに よると,1984年7

月時点での コス ト内訳は図10の とお りであ

る。

AGCの コス トが$40～$60/SWUと 言

われていただけに,こ の値は相当に低 い。

3)DOEの 濃縮計画に対する批判

図1で 示 したよ うに,濃 縮需要見通 しは

1970年 代後半から大幅な減少をきたすように

なったが,そ れまでDOEの 濃縮政策は需要

構造の変化への対応を考 えず,供 給中心に強

引に進めていた感があり,議 会筋 より鋭 く批

判 を受 けるようになった。

例 えば,GAOは1982年5月 の報告で,D

OEのGCEP建 設に経済的観点から消極的

意見を述べている。また,1983年10月 のCB

O報 告 と同年のGAO再 報告で も,GCEP

建設は不経済であるとし,両 報告 ともAGC

導入が最 も経済的であると評価 した。

このような批判に先立ち,DOEは1983年

2月 に濃縮生産,価 格及び販売戦略 を検討す

るタスクフォースを設置した。同メンバーの

主な意見は次の とお1)で あ り,AVLIS開

発に積極的である。

MansonBenedict氏 二AVLISは,開 発

に成功すればSWU価 格がAGCよ り安 くな

るが,技 術開発においてはAGCが 先行 して

いる。

JohnSimpson氏:AVLISとAGCの

コス ト比較 をすれば次の とお りであ り,開 発

を米国でな く外国が行った場合,濃 縮の競争

力を米国は失 うことになる。

AVLIS$25.22(高 くとも$40)

AGC(SetV)$60.00

4)DOEの 新濃縮戦略(1984年)

DOEは,GAOやCBOの 批判及び独 自

の濃縮政策再検討結果 を基に,競 争力強化の

ための戦略立て直 しを図 り,1984年 初めから

積極的活動 を開始 した。以下は新濃縮戦略の

主要点である。

イ.既 存のガス拡散工場(GDP)の 効率的

運転を図ることでTVAか らの高い電力費

を削限 し,SWU需 要量の見通 しが明らか

になった段階で,GDPの 閉鎖計画を策定

する。

ロ.新 濃縮技術 に対する研究開発及び新規増

設に対す る支出 を収 入に合わせ て調整 す

る。DOEは 当面,AGCとAVLISの

両方について研究開発を続けるが,い ずれ

の技術 を実証 ・実用化段階まで進めるかに

ついては1985年 中頃迄に決定出来るように

なろう。GCEP%棟 の建設 とSetIII遠 心

分離機の調達 は継続するが,渥 棟から先の

建設は新契約に基づ く約定量 と技術選択の

結果次第による。

5)議 会によるDOE濃 縮政策の監視(1984年)

DOEの 濃縮政策 を管轄す る米国下院の
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3つ の委員会(科 学 ・技術委員会,内 務委員

会及びエネルギー産業委員会)は,DOEの

濃縮事業 を独 自に検討する 「ウラン濃縮諮問

パネル」を作 り,1984年9月 に報告書を受け

た。同報告書は,AVLIS又 はAGCい ず

れかの選択が1985年5月 に行われる迄,不 必

要な支出は差控えるべきであるとし,GCE

PSetllI型 機iの購入 を最低限に抑えるよう

に提言 した。

1.4プ ロセス評価委員会によるAGCと

AVLlSの 比較作業に係 る動 き

EURODIF,URENCOと いった欧州濃縮

事業者の台頭及びウラン濃縮需給関係の緩み

か らくる第2市 場の出現に対抗 しlDOEは

将来にわたり競争力を維持 してゆ くために,

次の方策を採った。

イ.GCEP計 画は,と りあえず第1棟 の半

分にSetlII型 機 を設置す るだけとす る。

ロ.次 期濃縮技術の選択 を当初予定の1987年

から1985年5月 に早める。

ハ.GCEP計 画は上記 ロの選択結果 を待っ

て進める。

DOEは このような戦略に基づ き,1984年

6月29日 に,AGC及 びAVLISの 技術的,

経済的比較評価 を行 う「プロセス評価委貝会」
ぞ　　の

(PEB)を 設 置す る と発表 した。DOEの

評 価 作業 補 助役 には独 立 の評 価 機 関 で あ る

MITRECorp.が 選 ばれ た。

評価 は,「AGC,AVLISそ れ ぞれ を担

当す る2チ ー ムで行 い,一 方の審査 チーム が

相 手方技術 チームのエ キスパー トとな って両

技術 の長所 ・短所 を明 らか にす る」いわ ゆる

比較検 討手 法(PeerReviewTechonology)

を採用 して行われた。(ウラン濃縮担当次官補

代理Mr.Longnecker談)Mr.Longnecker

は,ま た,1984年12月 の段階では 「両技術の

水準は非常に接近 しているが,い ずれが採用

されるにしてもガス拡散工場の経済性を上回

るものでなければならず,新 濃縮技術が実証

されるまでは実用化の計画はない」 と発言し

た。一方,DOEはAGC関 係者から要請の

あったSetVに よる大規模生産のための機器

発注を拒否し,新 濃縮技術開発に対す る客観

的態度 を見せた。

注10)ProcessEvaluationBoard

1.5PEBの 答申とDOE長 官の最終決定

以上のような経緯の もとに,初 めに述べた

1985年6月5日 のAVLIS採 用決定の発表

になるわけであるが,こ の発表に先立ち,PE

Bは 同年5月15日 に評価結果 をDOE長 官に

提出した。以下はPEB評 価結果の主要点 と

6月5日 のDOE長 官記者会見要旨である。

イ,プ ロセス評価委員会による評価結果の主

要点

○いずれの先端技術も,大 規模 に展開出来る

ところまでは,開 発が進んでいない。

・AGC:提 案 されている先端的機器の技術

は,多 分に現在の技術をべ一スに推定 した

ものであり,標 準的設計値 についての実証

も成功裏には終 っていない。

・AVLlS:成 功裏に展開出来るだけの規

模の実証が得 られていない。展開に先立ちフ

ルスケールでの統合的実証が必要であろう。

○種々の比較 を行った結果,AVLISは 将

来低 コス トで信頼性 をもって生産出来る可

能性が高い。即ち,

・資本費が より少ない。 したがって工場建設

に先立つ投資金額が大幅 に少な くて済む。
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図11AGC/AVLISの コス ト比較

・予想SWUコ ス トが よ り低 く
,技 術改 良 に

よって コス ト削減 を図れ る可能性 が よ り高

い 。

・濃縮事業の将来需要に応 じ,少 しつつ能力

の拡大を図 りやすい。

OAVLIS法 は,米 国ウラン濃縮事業の期

待出来る収入範囲内で推進できるが,AG

Cは その展開について予算措置,あ るいは

外部からの資金導入を必要 とする。

ロ.1985年6月5日 のDOE長 官記者会見内

容要旨

① 新濃縮技術 としてAVLISを 採用 し

た。今後の開発費見込み額は,AGCの50億

ドルに対 し,AVLISは30億 ドルである。

②AVLI/Sを 採用 した とは言 え,研

究 ・開発,実 証の継続を意味することであ

り,商 業規模工場の建設 まで決定 したので

はない。

③1988～1989年 には,AVLIS実 用化

の見通 しが可能 となろう。

④ 実用化の見通 しが立てば,年 間10,000

トンSWU規 模の濃縮工場が1995年 に運開

されることになろう。

⑤ 米国政府は,遠 心分離法の開発に対す

注11)こ の 図のSWUコ ス トは図9に 示す1984年 以前(1978年 以降)

の試 算 よ り高 いが,ベ クテル ナ シ ョナル 社の説 明 による と,

テイル濃度 を無理 にAGC(0.2>に 合 わせ るな ど,控 え目

に計 算 したため との こ とで ある。

る支 出 を停止す る。

⑥ オー ク リッジ工 場 は直ちに スタン ドバ

イ⇒犬態 に置 く。

⑦ 濃縮 コス トは,AVLISの 上 限がA
ヒ　　の

GCの 下 限 に等 しい。(図11)

1.6AVLlS技 術 の現状 と将来 計画

AVLISの 現 状 と実証計 画につ いては,

NuclearFuel誌85年7月29日 付 で の 前 記

Longnecker氏 等 との会 見記事 で概要 を うか
の

がい知 ることが出来る。以下は同記事の主要

点である。

OLLNLは,1988年 末 まで に1,000ト ン

SWU/年 生産のモジュールによる実証計画

を完了する計画である。

○商業用プ ラン トはLLNLに は建設 しな

い 。

○商業 用プ ラン トの設置場所選 定作業 は1年

以 内に開始 し,約1年 後 に最終決 定 を行 う。

○第1商 業プ ラ ン ト(規 模 未定。例 えば10,000

トンSWU/年)の 運 開時期 は1990年 代 の初

期 か ら中期 とな る可能性 が高 く,第2商 業

プ ラ ン ト(同10,000ト ンSWU/年)は,第

1プ ラ ン トの運 開後1～1.5年 後 の 開始 が

考 え られ る。

○上記2プ ラン トが稼動す れば,2000年 まで

にガス拡散工場 を完全 に閉鎖 す るこ とが可

能 とな る。

01985年 度 のAVLIS予 算 は102百 万 ドル

(80%がLLNL,20%が オ ー ク リッジ)

で,1985年 度 末 まで の累積 投資額 は385百 万

ドルであ る。1986年 度 予算 は85百 万 ドル と

予定 されて いる。1986年 か ら実証 モジュー

ル の完成 までに必要 とされ る資 金 は約584

百 万 ドル と予想 され る。
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表5 欧米のレーザー法ウラン濃縮技術調査結果概要

bO
ω

CooperLaserSonics,Inc.(米)

訪 問 先 BechtelNational,Inc.(米)
PlasmaKinetics,Ind. Molectron,Corp,

SpectraPhysics(米) BurleighInstrument、Inc,(米)

会
社
所 在 地 カ リフ ォルニ ア州 サ ン フラ ンシ スコ カ リフ ォル ニア州 プ レザ ン トン カ リフ ォルニ ア州 サ ンタ クララ

カ リフ ォルニ ア州

マ ンウ テン ビュー
ニ ュー ヨー ク州 フ ィッシャー ズ

概
要 所有技術

世 界最大 のプ ラ ン トエ ンジニア リング 銅 蒸気 レーザ ー 色素 レーザー
エ キシマ レー ザー

色 素 レーザー
レ ンズ

波長選択器
波長測定器

1,AVLISの 技術開発は基本的に終了 1.AVLISの 成 功 に確 信。 1。DOEの 決定は当社に直接の 1.自 社 の製 品がAVLISに 使

一 般 してお り実用規模での実証段階。 2.DOEの 決定により計測用 レーザー等の周辺技術の受注を期待す 影 響 はない。 用 されてい るか不 明。

2.GCEP(SETV>は 高度の技 術 開発 るが基本的にはレーザー開発はLLNLが 直接行ってお1)当面民需
を必要 とす る。 が主体 。

訪 1.DOEの コ ス ト計 算は 劣化 ウラ ン濃 度 1.40Wま での銅蒸 気 レーザー を市販 。 1.レ ン ズコー テ ィン グ技 術に優 1.AVLISに 使 用 され る製 品
問 を0.2%に 固定 す るな どAVLISに 不 2.仏 に レー ザー を輸 出 した実 績が あ り輸 出が可 能。 れた ものがありLLNLに 納入 として波長選択器等があるが輸
先 利な条件 と考えている。 3.輸 出につ いて は した実 績が ある。 出可能 。

見 2.AVLISで 高濃 縮 ウラ ンを得 るため ①exportLicence 2.仏 に輸出 した実績 が ある。

解 にはそれ専用のデザ インが必要であ り遠 ②10CFR810ApProval

及 心分離法よ り特 に核拡散のリスクが大 き が必 要で ある。 呵

び
宙
技 術 等

い とは 考えて い ない。

3.AVLISで 回収 ウ ランの濃縮 を 行 う

4.関 連会社 であ るGNB,Co.で は真空 チ ェンバー,電 子 銃 を製 作 し

てお り同 じ く仏へ 輸出 した実 績が ある。
天 こ とは メン テナ ンス上あ ま り得 策 とは 考 5.エ キ シマ レーザ ー は今後の 技術開 発次 第ではAVLIS用 レーザ
績 えてい ない。

一となる可能性はあるが当面は銅蒸気 レーザーが使用される。
4.AVLISは プ ラン トエ ンジニア リン

グの段階 で ある。

5。 分子法 につ いて ロスア ラモ ス研で研 究

が継 続。

訪 問 先 CEA:SACLAY(fム)

MAX-PLANK-INSTITUT

FURQUANTENOPTIK,

(西 独)

LAMBDAPHYSIKGMBH

(西 独)
CILASALCAEL(fム) URENCO(英)

会
社
所 在 地 ジフス リベ(パ リ郊外) ミュ ンヘ ン ゲ ッテ ンゲ ン マ ル クー シ(パ リ郊外) マー ロー(ロ ン ドン郊 外)

概
要 所有技術

AVLIS,MLIS,PSP, レーザ ー技術 一般 色素 レー ザー
エ キ シマレー ザー

銅 蒸気 レーザー 遠心分離濃縮工場

化学法の工業化を含めて遠心分離,レ ーザ 核 融合 レーザ ー システム を中心 に 日本に駐 在員 を置い て,レ ーザー CEAの 依頼により銅蒸気レーザ ウレンコの遠心分雑工場は順調に
一
,プ ラズマ等,巾 広 い研究 開発 を して 来 レーザ ー技術 を持 ってい る。 の 販売 を して い る。 一 の開発 を実施 して い る10W

,40 稼動 して い る。
一 般 たが,今 后AVLISを 重点 化 して行 く。 公開の研究所であり機徴な技術は『日本のレーザー濃縮開発に大きな Wに 続 いて,現 在100W出 力 の開 発 本年 中に1,500tonSWU/年 の容

取 り扱 わな い。 関心 を持 ち,又,米,仏,英 へ の を行 ってい るが,内 容 は一切 機密 。 量 にな る。
訪
問

輸 出 も多い。 投資 も終って居 り経済的に有利。

先 1.EXCIMER-DYEシ ステ ムでAVLI 1.西 独 では,ウ ラニ ッ ト社がC 1.大 出 力 の エ キ シ マ レー ザ ー 1,CGEグ ループの 中の レーザ 1.少 な くとも2000年 迄 は,ウ レ
見 Sの 原理を検証 02ラ マ ン レーザ ー シ ステ ム で (150W500Hz)を 商 品 化 して居

一 専 門会社 で700人 の従業 員
,主 ン コが一 番経 済的 であ る。

解
及

2.YAG-DYEシ ステム を新 に完成,ス ペ 分離系数10を達成 した。 り,複 数個 の シンクロ発振 に よ 製品は レーザー応用の軍事機器 2.今 后 も工場 の改善 に よ り,更

び ク トラム研 究 に使用 す る。 2.1年 后 にAVLIS,MLI るAVLISの 可能性を強調 し であ る。 に経済的な運用が期待出来る。

実績技術 等
3.サ ックレー 内に別 に システム検 討用 の

建屋 を整備 中 との事。

Sの 比 較評価 を行 う。

3.MLIS法 につ いてKWUウ

てい る。

2.DYEレ ーザー も商 品 として

2.40WCVLは,本 年度 完成 し

CEAに 納 入 した模 様。

3.AVLISの 開発 に ウレン コ

関 連3国(英,独,オ ランダ)が

4.分 離セル3台 により基礎試験(徴 量ウ ラニッ トが協力し年間予算6M 最 大級 の もの を持 って いる。 投 じて いる費 用は 小さい。

ラン分離,ウ ラン蒸発等)を 実施中 DMで 開発を進める。 3.DYEは 世 界の レーザ ー用 と 研究室規模で実施して居 り,ウ

して,そ の80%はLAMBDAが レン コは関与 して いない。

供 給 して いる。



010,000ト ンSWU/年 の プ ラ ン ト建 設 資 金

は12～16億 ドル と予 測 され てい る。

○本年5月 に終 了 したPEBの 評 価で は,A

VLISの 実 証 のため にLLNLに お け る

フルス ケール(未 完成)の レーザー実証 ユ

ニ ッ ト(所 要 資金60百 万 ドル),LLNLに

お け るE12規模 のMARSユ ニ ッ ト(13百 万

ドル)及 び オー ク リッジにお けるフル スケ

ー ルの物質取扱 い実証ユ ニ ッ ト(25百 万 ド

ル)の3施 設 を用い た。今 後の実証 試験 と

開 発には,更 に現在LLNLで 製 作 中の フ

ルケー ス分離機 ユニ ッ トが使 用 され る予定

であ る。

2.DOEのAVLlS採 用 に対 す る各 国の

反響 とレーザー技術 の現状

DOEのAVLIS採 用に対する各国の反

響 とレーザー技術の現状について,当 研究所

内に設置されたウラン濃縮事業化調査委員会

で海外調査を行 った。表5は 調査結果の概要

である。同調査では,レ ーザー法に対 しパワ

フルなスター トを切ったフランスの姿勢が印

象的であった。

長期計画」(昭和57年6月)に 示 されたウラン

濃縮 国産化 の基本方針 に従 い,1,soeト ン

SWU/年 の商業用遠心分離濃縮工場 を青森県

六ヶ所村(下 北半島)に 建設す る。

事業会社は9電 力会社を中心に,昭 和60年

3月 に設立された 「日本原燃産業(株)」 であ

る。当面1991年 の部分運開を目指 しており,

さらに,1,500ト ンSWU/年 の濃縮工場追加

も計画 されている。機器の製造は,「ウラン濃

縮機器(株)」 が受け持つ。同社は,遠 心分離

機の量産効果によるコス ト低減化を図る目的

で,昭 和59年12月 に 日立製作所,東 芝,三 菱

重工業の3社 共同によって設立され,現 在,

官民協力の もとに動力炉 ・核燃料開発事業団

が開発した原型プラン トの製造準備にかかっ

ている。

原型プラン トは,年 間生産能力を200ト ン

SWUと し,1987年 に部分運開を,1988年 に全

面運開を目指 している。

開発の面では,原 型プラン ト第二期工事分

及び下北半島の商業プラン トのための集合型

高性能遠心機の試験装置が昭和60年5月 に完

成 され,ま た,超 高性能遠心機の開発 も進め
ゴセヱ　　

られて いる。

3.我 が 国の現状

3.1遠 心分離法

我が国は原子力委員会の 「原子力開発利用

注12)我 か国の 遠心分 離機は,米 国の ジャ ンボ機(高 さ約12m,

直経 約80cm)と 違 い,小 型(寸 法等詳細 につ いて は公表 さ

れ てい ない)で あ り,米 国 の寿 命中保修 を考 慮 した設計 に

対 し,ノ ー メンテナ ン ス設 計 を採 用す るな ど,設 計 思想 に

相 異が ある。 回転胴材 料 には,炭 素繊維 強化プ ラスチ ッ ク

(CFRP)の 採用 が検討 され てい る。CFRPは,比 強

度,比 弾性 率が他 の材料 に比 べて格 段 に大 きいだ けで な く,

他 の物理特 性(例 えば,疲 労 強 さ,振 動減衰特牲,熱 伝 導

率,線 膨 張係数 等)も 優れ て いる。

3.2化 学交換法

化学交換法によるウラン濃縮を手掛けてい

るのは,フ ランスの原子力庁(CEA)と 我

が国の旭化成工業(株)の みである。

いずれ も同位体交換によるものであるが,

前者が3価 のウランの塩酸溶液 と4価 のウラ

ン溶解液(有 機溶剤)を 接触向流させる方法

に対 し,後 者は,吸 着剤に吸着 される6価 の

ウランと塩酸溶液中の4価 のウランをウラン

吸着帯の移動によって同位体交換する方法で
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表6 レーザー法 ウラン濃縮関係予算(昭 和60年 度9月,科 学技術庁)

(単 位:千 円)

事 項 前年度予算額
昭和61年 度
概算要求額

・ 内 容

1.一 一般 会 計

①理化学研究所 75,000 175,400 ウラン濃縮新技術 として有望視されているレーザ
赤 外 レー ザ ー に よ るウ ラ 一 法 の うち分 子 レーザ ー 法 につ いて60年 度 か ら3ヶ

ン同位体分離濃縮研究 年計画によって原理実証(3%以 上の濃縮を確認)
を行 う。

②動燃事業団 0 146,195 分 子 レー ザ ー 法 につ いて は,UF6ガ ス取 り扱 い
レーザー法濃縮特有核燃 技術の蓄積を生かして,原 理実証試験のうちUF6
料サ イクル技術開発 ガス供給回収システムの開発を担当する。原子レー

ザー法については,金 属ウラン取 り扱い技術の蓄積

を生 か して,ウ ラ ン合 金の 物性 研 究 を行 う。 ま た,
レーザー法に関する技術調査を行う。

〔ウラン濃縮新技術調査〕 (3,659) (0) 〔レーザー法を含むウラン濃縮新技術の調査を行う。〕

③原子力局内局 0 1,276 レーザー法ウラン濃縮技術開発を円滑に推進する噛
レーザ ー 法 ウ ラ ン濃縮 対 た め,原 子 力委 員会 の下 に,レ ーザ ー 法 ウ ラ ン濃縮

策 検討会を開催する。

2.特 別 会 計
○電源多様化勘定原子力局内 339,681 704,701 ウラン濃縮新技術として有望視されているレーザ

局分 一 法 の うち,原 子 レー ザ ー 法 につ い て,59年 度 か ら
(日本原子力研究所に委託) 6ヶ 年計画によって工学試験(～ 数kgSWU/年 規
レー ザ ー 法 ウ ラ ン濃縮 技 模 の シス テム 試験)を 行 い,原 子 レーザ ー 法 の工 学
術開発委託費 的評価を行 う。

合 計 414,681 1,027,572

出典:原 子力情報センター資料

/

ある。

旭化成が化学交換法に着手 したのは昭和47

年であるが,そ の後56年 度末に小型ベ ンチ(濃

縮塔直径20mmφ)に より,ま た59年 度初めに

中型ベ ンチ(濃 縮塔直径100mrndi)に よってそ

れぞれ約3%の 濃縮ウランを実証サ ンプル と

して取得す ることに成功 した。その後,こ れ

らベ ンチプラン トや,工 学試験用濃縮塔(直

径30cmφ 及び70cmφ)の 試験結果 を基に,1

mφ の濃縮塔を有するモデルプラン トを設計

し,60年4月 に完工 した。運転結果が待たれ

るところである。

3.3レ ー ザ ー法 ウ ラン濃縮

科 学技術庁 は,昭 和60年9月10日 に,レ ー

ザ ー法の開 発戦略策定 を目指 して,新 たに原

子力委員会の中に 「レーザー法ウラン濃縮研

究開発推進委員会」(仮称)を 設ける方針を明

らかにした(昭 和60年9月11日 電気新聞)と

言われる。この委員会は,従 来の各懇談会,

専門部会のような形にせず,総 合調整機能 を

重視 したものであって,産 ・学 ・官一体 とな

った開発体制 を目指す ものである。そこには

従来方式の国 ・特殊法人による技術開発成果

を民間へ引き継 ぐ場合の 「技術移転」に係わ

る弊害 をなくそうとする意図があり,積 極的

な開発姿勢が伺われる。

我が国での レーザー法濃縮の研究について

は,日 本原子力研究所(原 研)が 原子法 を,

理化学研究所(理 研)が 分子法を手掛けてい

る。実験室規模ではあるが,原 研が57年 度に

3%程 度の低濃縮 ウラン88μgの 回収 に成功
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し,理 研が昭和60年8月 にウランを0.72%か

ら0.74%に 濃縮出来た と発表 した。

今後の開発計画 を表6に 示す。

以上のように,我 が国の濃縮政策にもレー

ザー法の潮流が色濃・く見 られ,次 に見 る最近

の新聞記事 には大 きなうね りさえ感 じられる

ようになって きた。

「ウラン濃縮法,レ ーザーに転換,10年 内実

用化め ざす一政府方針」

年度内に電力各社,重 電機 メーカー,原研,

理研等で 「技術研究組合」を設立,研 究 ・開

発体制 を一本化 して,10年 以内の実用化 を目

指す。(昭 和60年10月7日,読 売)

「レーザー法,独 自に開発。官民合同で研究

組合設立。10年 間1千 億 かけ」

9電 力社長会で通産省が明らかにしたもの

で,財 源は,電 源開発促進特別会計から充当

する考えである。(同10月18日,毎 日)

「米の レーザー法濃縮工場建設に対す る資金

協力検討のための作業部会に電力参加」

DOEは,1万 ～1万2千 トンSWU/年 規

模のレーザー濃縮工場を三年後に着工,10年

後に運開予定。総建設費は最大20億 ドルと言

われている。我が国への資金協力を通産省幹

部 にDOEが 求めたものであ り,9電 力社長

会は資金参加問題 を検討するためのワーキン

ググループへ電力が参加するこ とを了承 し

た。(60年10月18日,朝 日,日 刊工業,電 気新

聞等)

おわりに

米国は早 くか らレーザー濃縮に取 り組み,

工業化への開発 も世界に先がけて本腰 を入れ

て きた。LLNLの レーザー技術副デ ィレク

ターJohnEmett氏 は次の ように語 ってい

る。「日本は過去1年 半AVLISに 関心 を寄

せ てきたが,特 にここ数ヶ月間は極めて大 き

な関心 を示 している。付加価置の高め られた

多数の小部品よりなるAVLISほ ど日本の

技術に合 ったものはない。我々が 日本人より

極めて優位 に立っているのは,彼 等が何事に

おいても最初に自ら手掛けようとしないこと

による。しか し,日 本人が道具 を手にして動

き出 した ら,非 常 に厳 しい競争 となるだ ろ

う。」陳腐化された日本批評の一つに聞 こえる

が,他 国が本気で開発 しなかったレーザー法

に本格的に取 り組んだ当事者の言であってみ

れば,氏 の言葉が活きて くる。

我が国は,レ ーザー法に遅れをとっている

が,遠 心分離法は自主技術が確立 し,化 学交

換法 も独 自の開発努力が実ろうとしている。

今後は,各 濃縮技術の解決課題 と経済性 をタ

イムスケジュールに置いた総合的な開発計画

が求められてゆ くもの と思われる。

(にしかわ たけし 主管研究貝)
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高 速 増 殖 炉 の 経 済 性

伊 藤 正 彦

＼
、

ノ

1.は じ め に

高速増殖炉(FBR)開 発の分野において

は,近 年,経 済性の向上が最重要課題で ある

と強調 され国際的共通認織 となっている。 こ

の背景には,原 子力発電規模予測の下方修正

に伴いウラン需給がかなり長期にわた り安定
の

すると期待で きるようにな り,FBRの 実用

化 による資源有効利用の意義 は不変 として

も,そ の緊急性はやや薄 らいだ事がある。一

方,原 型炉や実証炉の設計 ・建設経験の蓄積

により,従 来の設計を延長した場合には過去

の予想よりも建設費が高 くなりそうだ という

事が分 って きて,実 証炉や初期実用炉の建設

には大 きな資金を要する事 もあって,経 済性

について以前 よりも厳 しい見方がされるよう

になってきている。

この為,FBRを 早期に実用化する為 には,

経済性 を高め,既 存の軽水炉 と競合できるレ

ベルに近づ ける事が重要であると考えられ,

コス ト低減 に結びつ く様々な考 え方を採 り入

れたプ ラン トの設計を研究 し,開 発すること

に各国の努力が向けられている状況にある。
く　　

最近 では1984年11月 の 東 京及 び1985年7月 の
ゆ

リヨンで行 われた国際シンポジウムで各国の

方針や成果が発表されている。

本稿では各国の実証炉及びそれ以後のFB

R経 済性の見通 しについてまとめ,経 済性向

上に関わる技術的動向の現状について も要約

する。

2.各 国の経済性評価 および目標

FBRの 経済性の尺度は,第 一に発電コス

トであ り,ま た発電 コス トに最 も大 きなイン

パ クトを与えるものが建設費である。以下に

各国の見通 しや 目標についてまとめるが,国

による計算条件の違いがあるので,絶 対値に

よるよりも,軽 水炉 との相対値で論 じるのが

適切であり,一 般的でもある。

2.1フ ラ ンス

1985年9月 初臨 界に達 した実 証炉 スーパー

フ ェニ ッ クス(SuperPhenix,出 力120万

kWe,以 下SPX1)は 今 の所世 界で唯一つ

の大型炉 で ある。 又,SPX1の 運 開後1年

間 を経 て次の大 型炉スーパ ー フェニ ックス2

(出 力150万kWe,以 下,SPX2)の 建 設決

定 をすべ く設 計 を進め てい るなど,フ ランス

のFBR開 発 は世 界的 に最 も実績 が あ り,そ

の経 済性評価 も大 いに参 考 にすべ きだ と思 わ

れ る。

図1はFBR発 電 コス トをPWRと 対 比 し
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図1フ ラン スのFBR発 電 コス ト評 価(1982.1価 格)

　

て示 した ものであ る。軽 水炉 との相対 関係 を

み ると,SPX1の 発 電 コス トはPWRの2.2

倍 で あ るが,将 来の量産段 階で は,1.15倍 に

低下 す る と予 測 して いる。 この コス ト超過分

につ いて は増殖 炉 によって得 られ るエネル ギ

ー 自立 の利点 を考慮すれ ば許 容で きる として

いる。 フランスのPWR発 電 コス トの約1割

が天 然 ウラン コス トで あ るとされ てお り,天

然 ウ ラン価 格 が約2.5倍 に な る と量産 機 とP

WRの コス トが 等 し くなる ことになる。

この図の出典で あるLorinoの 論文 ではSP

X2以 降 の開発について,SPX2の 建 設開始

1986年,SPX2の2号 機 同1993年,量 産1号

機 同今世 紀末,と い うシナ リオにつ いて発電プ

ラン トと燃料 サイ クル施 設へ の投 資・回収 を評

価 し,1990年 以 降の天然ウラン価格上昇が年率

5%の 場合 は2010年 に 回収 される としている。

(SPX2の 建 設 も欧州 国際協力プ ロジェク ト

に よる計画 とな っているが,SNR2を 先 行 さ

せ た い とす る西独 との間で調整 中で ある。)

又,発 電 コス トの内訳においては特に資本

費の部分について大きな削減が段階的に達成

されるとしてお り,建 設の経験を積みつつ設

計改良を行 う事で建設費の低減がで きると考

えている。例えば,建 設の習熟については,

SPX2の1号 機 までは86ヵ 月の建設工期 と

予測 しているが,量 産段階では,PWRと 同

等の70ヵ 月になるとされている。燃料サイク

ル コス トについては,FBR燃 料の再処理に

ついての実績が乏しいので不確定要素が大 き

いとしながらも,将 来的にはスケール メリッ

トにより低減できると見てお り,こ れはFB

Rの 導入速度や規模 と関係 して再処理施設の

容量の選択 に左右 されるもの と考 えている。

また,運 転費についてはその80%は メンテナ

ンス費であり,こ の部分は資本費に関係する

として評価 している(フ ランスでの経験則か

ら,PWRの メンテナンス費との比は(1+

x)/2,xはPWRと の資本費比,に なると

してSPX2以 降の炉を評価)。
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2.2米 国

米 国のFBR開 発 は1983年 に 原型炉 ク リン

チ リバ ーが建 設 中止 となって以来具体 的 な建

設計画 を持 って いない。 しか し,実 証炉LS

PBの 設 計 研 究 は継 続 され,最 近 で はt「in-

novative"な 設 計提 案か らGE社 のPRIS

M及 び ロ ックウェル社のSAFRの2つ の中

小型液体 金属 冷却炉 の概 念がDOEに よ って

選定 される とい う新 しい動向 があ る。

PRISM及 びLSPBに つ い て は,U

E&C社 か ら建 設 コス ト評価 が発 表 され てお

　

り,こ れをPWRと の比で示す と図2の よう

になる。経験をべ一スにしたPWRの 建設費

の中間的な値に対 し,PRISMの 実用段階

のものは64%,LSPBの2号 機は80%(実 用

段階ではこれよりも1割 程度低減するとされ

*

ど

建
設
費
/
W
の
相
対
値

k

0

%

0

50

ている)と な り,こ れらは十分経済有利性 を

持 ち得 るとされている。

試算の内訳では,原 子炉施設についてはP

RISM,LSPBと もkWe当 りでPWR

より大 きいが,2倍 以下であり,更 に直接費

全体で約1.1倍 と評価 されている。また間接費

健 中利子は含まれていない)は,PWRの

中間的なコス トの ものと最良のものとの間に

差の生 じる最大の要素であるが,LSPBに

ついてはPWRの 最良のもの と同程度,PR

ISMは それよりもかな り低 く評価 されてお

り,建 設工事の標準化,QA・QCの 要求や

手法の改良及び工場生産部分の割合の増大等

が寄与すると考 えられている。

その他の概念については,中 小型炉SAF

Rに ついてロックウェル社は発電 コス トの評

○ プ ラン トモ デ ル

PRISM,1205MWe(40L7MWeを3セ ッ ト)

商 用 段 階

LSPB,1320MWeル ー プ型 大 型炉

2号 機(商 用段 階 で は7～io%コ ス トダウ ン)

PWRIi39MWeプ ラン ト

*)

PWR中 間ケ ー スの 建 設

単価1843$/KWe

(1984年 価 格)を100と

した もの 。

_100

〉間接費 健 中利子含まず)

直接費
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図2PRISM,LSPBの 発電 電 力 当 り建 設 費 評価(UE&C社 発 表 をべ 一 スに 作成)
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図3SAFRの 発 電 コ ス ト評 価(ロ ッ ク ウ ェ ル 社)

　

価 を発電所の発電容量との関係で示 して(図

3),経 済的有利性 を主張 してお り,ま たWH

社は130万kWeの タンク型炉の経済的 な概

念(LCP)が 軽水炉とほぼ同等の発電 コス
　

トになるとしている。

これらの米国における評価については,概

念研究の段階での予測である事 と,プ ラン ト

概 念に対応 した規制 ・規準類の改良 とエンジ

ニアリング及び品質保証の要求 ・手法の改善

が実現 されるという前提を置いている事に も

留意す る必要があろう。

2.3西 ドイツ

原型炉SNR300は 建設工事をほぼ完了し,

1986年4月 臨界の予定 となっている。実証炉

SNR2は1990年 頃着工の計画で設計 を進め

てお1),SPX1の 建設 ・運転経験を活用で

きるタンク型(150万kWe)を 選択 し,欧 州 内

国際協力の調和 を図ることになった。

SNR2の 建設費は軽水炉並みを目標 にコ
　

ス ト低減を行 うとされてお り,原 子炉施設以

外の部分 について軽水炉比30%の 低減 を行 う

T
PROBABし ε

SAFRCOST

　ムバ　と

⊥

1400

一
XtM14342CIL'

(原子炉施設は軽水炉の少 くとも2倍 になる

と予想 している。又,西 独の軽水炉では建設

費の25%又 はそれ以下 ぐらいが原子炉施 設

分)と いう方策を示 して,積 極的に設計改良

を行っている。

2.4英 国

英国では原型炉PFRが1974年 に臨界 を達

成 し,実 証炉CDFRの 設計研究を進めてい

る。 しかし,英 国の原子力政策は現在PWR

導入に重点が置かれ,FBRの 実用化時期は,

遅 く2010年 以降 と考 えてお り,当 面は大型炉

の設計・建設の国際協力を行 ってCDFR(建

設は1996年 以降 と言われる)の 性能向上に役

立てる方針である。

経済性 については,1984年11月 の東京 シン

ポジウムで発電 コス トのパラメトリックな評
ゆ　

価が発表 されている。図4で はFBR/LWR

の燃料サイクル費比,建 設費比,天 然ウラン価

格及び年経費率/設 備利用率 をパラメー タと

している。このうち燃料サイクル費比について

は天然 ウラン価格50ド ル/lbU308に おいて,
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結論 としては,建設費が1.2倍 で燃料サイク

ル費が0.7倍 ならば,発 電 コス ト1.1倍 とい う

目標は全てのケースで達成され,燃 料サイク

ル費が1.0倍 ならばウラン価格等に左右 され

るとしている。 また,τこの発表から次のよう

な認識が読み とれる。

(1)FBRの 経済1生目標につ いては,資 源

戦略的意義 を考慮すると,発 電 コス トが軽水

炉の10%増 しで も社会的に受容 され うる。

(2)FBR建 設費は現状の技術水準から見

通す と軽水炉の1.2倍 程度が達成可能 なレベ

ル と考えられる。

(3)燃 料サイクル費は天然ウラン価格 を50

ドル/lbに 固定 して考 えた場合,ご く近い将

来では1.3倍(再 処理価格が高い故),楽 観的

に見ると2010年 頃では0.7倍(燃 料の燃焼度上

昇を見込んで)程 度 と予想される。(但し,比

較対象は軽水炉ワンス ・スルー)

これらは先のフランスの評価 とも近いレベ

x}

(年経費/設備利用率)/資本費(%)の 値で示される。(軽水炉と

同 じ償却方法を行なう。)
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ルにあ り,欧 州での大方の見解が どの程度の

ものかを示 していると言えるであろう。

炉型共,目 標達成にある程度の見通 しを得て
　　　　　

い る 。

2.5日 本

1985年10月,原 型炉 もん じゅの本工事が着

手され,も ん じゅに続 く実証炉については100

万kWeプ ラン トの設計研究が,ル ープ型及

びタンク型の両炉型について,電 力を主体に

進められている。

1981年 から3ヵ 年で行われた 「高速実証炉

概念設計研究」(PhaseIII)で は,技 術的成立

性の確認 を主目的 として概念設計が行われた

が,両 炉型 とも経済性に課題が残るとされた。

例えば,ル ープ型炉の概念設計では,そ の設

備規模は軽水炉の2倍 程度の物量 と言われて
ロの

お り,こ れは従来技術を基礎 に開発見通しの

確実な技術に重点を置いた保守的な設計を行

った事の結果である。 また,タ ンク型につい

ても,将 来における軽水炉との経済的競合 と

いう観点に立つ と,技 術的 ・経済的な詰めが

不十分であるとして,両 炉型 とも合理化設計

を追求する必要があるとされている。

1984年 度からスター トした合理化設計研究

では,軽 水炉なみの安全 陛を確保 した上で建

設費を軽水炉の1.5倍 以下 とするように 目標
く　　

が定め られた。この目標設定では,実 用段階

での軽水炉 との経済的競合を目指してお り,

天然ウラン価格 を100ド ル/lb程 度に想定す

ると,建設費が1.1倍 以下であれば発電 コス ト

で競合できるという評価をもとに定め られて

いる。

この目標達成の為に種々の合理化概念を盛

込んだ設計研究を行ってお り,現 在は中間的

段階ではあるが,物 量を軽水炉なみにで きる

方策を見出すなどの成果が得られてお り,両

3.コ ス トの各要 素 につ いて

3.1建 設 費

FBRの 建設費は,従 来考えられていた設

計では軽水炉 よりかなり高 く,発 電 コス トを

軽水炉に近いレベ ルにするには建設費低減が

第一の課題である。例えば,SPXlの 発電

コス トが2.2倍 となっている最大の原因は資

本費が2.7倍 であること(図1)に あ り,建 設

費を下げないと経済性向上が望めない事は明

らかである。

建設費の高 くなる要因は表1に 示され るよ

うなものであるが,こ れ らは冷却材 としてナ

トリウムを使用する事 と高温運転条件 とに関

係 している。一方,FBRの 有利な点は,低

圧運転故に機器 ・配管の薄肉化が可能,蒸 気

温度が高 く高熱効率 となる事 などがあ り,更

に最近のコス ト低減の研究では,種 々の固有

の特徴を経済性向上に結びつける努力が行わ

れている。

建設費の内訳については,表2に 示したS

PX1の 例からもわかるように,原 子炉施設

の建設費が大きい事が特徴である。フランス
くヒ　ラ

のPWRの 直接費中の原子炉施設分は約40%

とされてお り,こ れから見てSPX1の 原子

炉施設はPWRの 約3倍 又はそれ以上 と推定

され,こ の部分を合理化 してゆ くことはコス

ト低減に大 きく寄与する。

ただし,表1に 示した要因のインパ クトを

軽減することには限界 もあるので,実 用段階

(注)原 子炉施 設 とその他の 部分 との 区分の仕 方 は,国 によ っ

て若干 異って いる よ うで ある。
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表1設 備面から見たFBR建 設 コス トが

高くなる要因

1原 子炉施設(NSSS)

(1)2次Na系(中 間冷却系)の 存在

(2)高 温条件,熱 衝撃等の点で厳しい設計条件

(3)Naバ ウンダリとしてのSUS鋼 の使用

(4)ガ ー ドベ ッセル設置

(5)ブ ランケッ ト燃料,反 射体設置により炉心

径大きくなる

(6)Na冷 却 を用いる炉外燃料貯蔵設備の存在

(7)熱 膨張大の為,配 管引回しが複雑化,長 大化

(8)Na/水 の共存する蒸気発生器の設計製作基

準厳しく,Na一水反応対策設備も設置される

(9)不 活性カバーガス設備

2そ の他の施設

(1)配 管 の長大化に伴 う,格 納容器 ・建物の大

型化

(2)高 温運転の為,熱 放散量大 きく,空 調設備

容量大

(3)電 源 ・計装用ケーブル量が多くなる

ては上記 に近い見方をしている。

また,原 子炉施設自体の建設費が上記のよ

うだとして も,建 設費全体がそれ程下 らない

というわけでは無い。それは高熱効率 という

有利 さがプラント全体に効 く事 と,原 子炉施

設以外の部分でも建物,電 気設備など原子炉

施設の設計に左右される部分がかな りあるの

で,設 計の仕方でコス トを下げることができ

るということで,こ れを端的に示 したのがS

NR2の 建設目標に関する西 ドイツの説明で

あると言えるであろう。

なお,SPX1で は原子炉施設全体の うち,

原子炉設備 は約30%,冷 却系設備は50%以 上,

燃料取扱設備その他約18%と 言われてお り,

原子炉構造がループ型より大きくなるタンク

型 において も冷却系設備の比重が最 も大 き

い 。

表2SPX1の 建設費内訳

原 子 炉プ ラ ン ト86億4,000万 フ ラ ン

在来プラント49億7,600万

エ ン ジニ ア リン グ・試 運 転18億2 ,400万

予 備 費3億400万

合 計157億4,400万

使用済燃料貯蔵施設8億1,200万

炉心燃料(2炉 心分)23億3,600万

総 計188億9,200万

01983年10月 の 推 定値

でも軽水炉原子炉施設 よりは高 くなると見る

のが妥当なようである。例えば,や や以前に

発表されたフランスの評価では,実 用初期の

FBR原 子炉施設はPWR比 で2倍,そ の他

の部分は0.9倍,合 計で1.3倍 の建設費になる
　

とされている。前章の西 ドイツの 目標 と米国

LSPBの 評価では,そ れぞれ実証又は初期

実用段階の ものについて,原 子炉施設に関 し

3.2燃 料サイクル費

FBRの 燃料サ イクルでは,燃 料中のウラ

ンには劣化ウランが使えるので,軽 水炉に較

べると濃縮費用が不要で天然ウラン価格にも

ほ とんど影響 されないというコス ト面での特

徴があ り,ま た燃料の燃焼度が高 く熱効率 も

高いので発電電力量当 りの燃料処理量 も%以

下にで きるなどの有利な点がある。一方,燃

料中のプル トニウムの割合が高いので,臨 界

管理や遮へい等の対策強化のために成型加工

費 と再処理費は割高になるとみられている。

現状ではFBR燃 料サイクル費の評価には

大 きな不確定要素が含 まれている。その原因

の一つは,加 工及び再処理費の評価の信頼度

にあ り,特 にサイクル費全体の約半分 とも言

われる再処理費についての実績が乏 しい事 で

ある。更に燃焼度の増大をどこまで見込むか
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という事が直接に影響 し,例 えば,も ん じゅ

の平均8万MWd/Tに 対 し,西 ドイツで 目標

と考えている14万MWd/Tに もなれば,発 電

電力量当りの処理量が60%以 下にもなるから

である。 ・

燃料サイクルコス トに関する評価の例 を表

3に 示 したが,上 記の点に注意して参考にす

べ きであろう。なお再処理 コス トについては

特にスケール効果が大 きいとされてお り,図
　

5に 英国での評価を例示する。

FBRの 燃料サイクル費は,FBR導 入初

期の燃料処理量が少い段階では,か なり高い

ものになるかも知れないが,実 用段階では十

分低減できると期待できる。軽水炉 との比較

で どの程度 になるか というの はやや難 しい

が,各 種の評価 を参考にすると天然ウラン価

格 を現在の水準に固定 して考えた場合,実 用

段階のFBR燃 料サイクル費は軽水炉 より多

少安 くなるか同等程度であると大雑把には言

えそうであり,天 然ウラン価格の上昇によっ

てFBRの 有利性は相対的に増大す る。

なお,発電 コス トへの影響 とい う観点では,

図5再 処 理 コス トの ス ケー ル メ リ ッ ト

建設費に較べるとその比重は小さく,発 電ニ

ス ト中の約20%以 下程度 と思われ,高 燃焼彦

化によって更に低下する可能性 も大 きい。

4.コ ス ト低減 方策 につ いて

4.1コ スF低 減の方向

FBRの 建設費を上昇 させ る要因についマ

先に述べたが,こ の ような条件下でコス トを

表3FBR燃 料サイクルコス トの評価例

α5>

開 発 銀行 試 算

(14)

英 国(実 用段 階)

(4)
フ ラ ン ス(量 産1号)

成
型
加
工
費

燃 料 重 量 当 り

発 電 電 力 当 り

390千 円/kgHM(炉 心)

0.62円/kWh 0.20ペ ンス/kWh

8,000フ ラ ン/kgHM

再
処
理
費

燃 料 重 量 当 り

発 電 電 力 当 り

560千 円/kgHM(炉 心)

0.85円/kWh 0.12ペ ンス/kWh

26,000フ ラン/kgHM

約3サ ンチ ー ム/kWh

燃
料
サ

イ
ク
ル

費

FBR 2.03円/kWh 0.32ペ ン ス/kWh 4.7サ ンチ ー ム/kWh

LWR 2.37円/kWh

*

0.67ペ ンス/kWh 5.3サ ンチ ー ム/kWh

FBR/LWR 0.86
*

0.48(0.7) 0.89

(注)*U308価 格 を101ド ル/lb(2025年 頃)と 想 定 した コ ス ト。()内 は33ド ル/lbべ 一 スの 比 。
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低減する方策については,FBR固 有の特徴

を積極的に活用する事が重要であると言われ

ている。軽水炉 と較べた特徴 には例 えば次の

ようなものがある。

(1)冷 却材 として用いるナ トリウムの沸点

が高 く(約880℃),故 に運転圧力が低い。

(2)通 常運転状態(原 子炉 出口温度500～

550℃)か ら沸騰 までに大 きな温度余裕が

ある。

(3)ナ トリウムは核分裂生成物を トラップ

す る能力が極めて高い。

(4)構 造材 として用いられるステンレス鋼

は靱性が大で,ナ トリウムとの共存性 に

秀れ,耐 食性が大 きい。

(5)ナ トリウムは自然循環で も非常に大 き

な熱移送能力を有する。

(6>過 熱蒸気サイクルの採用で熱効率が高

い 。

これらの特徴は,例 えば安全設計 をより合

理的な もの としてゆくなどの方向で活用す る

事が研究されている。

現在,各 国に共通 したコス ト低減のテーマ

は以下のようなものである。

(1)シ ステム ・機器 ・構造の簡素化。

② 重大事故発生防止のため,信 頼性の高

い安全系を設けることに重点を置 き,仮

想的な事故に対する対策は軽減で きるよ

うにす る。

(3)仮 想的な重大事故に対 しては,よ り現

実的に対応する。

(4)安 全 グレー ド機器の量を減らすことの

で きる設計を行 う。

(5)固 有の安全性,パ ッシブな安全 システ

ム を最大限に活用する。

(6)配 管引 き回しを削減する。

(7)機 器 ・プ ラン ト配置の コンパ ク ト化,

これ に伴 う建屋小 型化及 び物 量削減 。

(8)建 設 容 易性。

4.2コ ス ト低減策の具体例

1)大 型炉について

コス ト低減を積極的に行なっているプラン

トの中で,最 も設計作業の進んでいるSPX

2の コス ト低減策 を具体例 として要約する。
　

OSPX2に おけるコス ト低減の柱は,

(1)電 気出力の増大(ス ケールメリッ ト)

② プラン ト全体の小型化

(3)系 統の簡素化

(4)機 器の小型化

による建設費低減 と言われている。また,燃

焼度もSPX1に 較べればかな り高 くなって

お り,燃 料サイクル費の低減 と燃料交換間隔

の長期化による経済効果がある。

主要な設計成果 をSPX1と の比較で示すと,

(1)角 型原子炉建屋採用に伴 う機器配置の

コンパ クト化などにより,原 子炉施設建

屋の投影面積及び体積が大巾に削減 され

ている。(図6)

(2)電 気出力が150万kWとSPX1よ り20

%も 増加 したが,原 子炉容器の直径は逆

に1m減 少 し,重 量 も大巾削減 された。

これには1次 系 ポンプのコンパ ク ト化や

燃料交換機の改良が寄与 している。(図

7)

(3)2次 ナ トリウム系は冷却系機器配置の

コンパ クト化や補助ナ トリウム系の合理

化などによ り配管長がSPX1の60%以

下になっている。(図8)

(4)使 用済燃料は炉内貯蔵することにし,

大型の炉外燃料貯蔵 タンクは小型の中継
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ピッ トに置換 えられて大巾に簡素化され

た。(図9)

(5)1次 及び2次 ナ トリウム系のポンプ,

中間熱交換器,蒸 気発生器 などの機器
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っいては構造設計を合理的に行い,様 々

の設計工夫を施すことによってコンパク

ト化を図っている。

など多 くの点で積極的な改良を達成しており,

その他 にも,燃 料設計 ・遮へい設計 ・炉心設

SUP匿 …RPHENIX1

計の改良による炉心のコンパク ト化や燃焼度

の改善,,免 震構造の採用による立地への配慮

など見るべ き点が多々ある。SPX1と の物

量等の比較数値 を表4に 示す。

フランスの説明によればSPX2は 建設決
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表4SPX1と 比較 したSPX2の 物量削減

原子炉 ・蒸気発生器建屋

原子炉 ・蒸気発生器建屋

原子炉 ・蒸気発生器建屋

原子炉施設の鋼材量

原子炉ブロック

燃料交換系 ・貯蔵系

中間冷却系 ・補助系

主ナ トリウムポンプ
(1次 及び2次 系)中間熱交換

器及び蒸
気発生器

責

青
ハ

壬
丁

壬
丁

面

容

コ ン クリー ト量

量重

1ー

11

0.65

0,6

0.5

0.7

0.52

0.21

0.55

0.44

0.80

(注)(1)SPX2,1984年 時 点 の設 計 に よる。

(2)各 数 値 は 発電 電 力 量 当 りの 量 のSPXl

との比 を示 す。

定を1986年 に行 う事 を目標に設計が進められ

て きてお り,技 術の実証のための期間 を考慮

して設計選択を行ったため,SPX1に 比べ

て完全に新 しい設計の ものは採用されておら

ず,基 本的な技術は同一であるとされている。

SPX1の 設計時点では,R&Dか らの情報

が限 られていたために,非 常に保守的な設計

をせ ざるを得なかったが,現 在ではR&D経

験の蓄積によって得 られた知見が安全設計や

構造設計の保守性 を削減することを可能 と

し,こ の立場でプラン トシステムを見直すこ

とにより,全 体的により合理的な設計ができ

るようになったもの と言える。以上の事がS

PX2に おけるコス ト低減の基礎で あ り,

R&Dデ ータの寄与が重要である事を示して

いる。

○日本や西独,英 国での設計研究において

も,考 え方や設計選択にSPX2と 共通の も

の もかなりあるが,そ れぞれの国で特徴があ

る。例 えば,日 本では耐震条件が厳 しい環境

にあることから,埋 込方式による床応答の低

減方策や軸方向非均質炉心による地震時の反

応度変化の低減が研究されている。 また炉型

概念についてもループ型では合理化設計研究

でノズル レス方式 という新しい概念による大

巾な配管短縮 と全体のコンパ クト化が提案 さ

れている。 タンク型ではタンク型実証炉の合

理化設計概念とは別に二重タンク型という新

しい概念 も提案 され,よ り長期的に将来の炉
　

型の可能性の一つ として検討されている。

2)中 小型炉について

米国において中小型炉が提案 されている背

景は以下のようなものである。(1)米国では電

力会社の多くが小規模であり,し か も電力需

要の伸びが低下 しているので,30万kW程 度の

小容量プラン トを需要に合わせて増設 した方

が利用率 を損なわない。(2)また金利が高いの

で,初 期投資が大 きく建設期間の長い大型炉

よりも中小型炉の方が有利な点があ り,投 資

リスクも軽減で きる。

しかし,原 子力発電プラン トは一般にスケ

ール効果により大容量の方が経済的に有利で

あり,上 述のメリットだけでは必ず しも十分

でない。最近の中小型炉の提案では,中 小型

炉独 自の特徴を活かした設計により経済性 を

高めることが研究されている。

例えば,GE社 の提案 しているPRISM

(?owerBleactorエpherently旦afe塾odule)

における考え方は,

(1)プ ラン トの出力は小型炉固有の特質 を失

わない最大の値 とし,こ の特質を安全系の

量 と複雑さの低減に活用する。

(2)モ ジュール化によって工場生産部分 を増

大 し,現 場の建設とQA/QC作 業を最小

限にする。

(3)設 計を標準化 してフルスケールでの安全

テス トによって安全性を実証 し,開 発 コス

トを最小限にする。

と説明されている。図IGに 概念図を示すが,
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固有の特質 として,崩 壊熱除去は格納容器回

りの空気の自然対流だけで可能である等の点

があり,直 接炉心冷却系などの大型炉に用い

られる安全系のいくつかは簡単な構造で置換

えられるとされる。 また格納容器内の原子炉

構造は工場で製作 し,現 地へは鉄道,道 路等

で輸送 して据付 ければ良 く,大 巾な建設期間

短縮が可能であると言われる。

図11は 累積 コス トに関する説明であ り,大

容量発電所を建設する場合,原 子炉3基 とタ

ービン発電設備1基 で1つ のセッ トを構成 し

(図12),1セ ットが完成 した時点か ら資本回

収が可能なので金利負担が大巾に低減 される

ものとしている。

社会 ・経済環境の異る日本では中小型炉に

関する経済性の主張がそのまま通用 しない面

があると思われるが,今 後の動向は興味深い

ものがある。

4.結 び

FBRの 経済性 についての見通 しとこれに

関わるFBRの 特徴及び開発の動向について

のあらましをまとめた。紙面の都合 もあって

設計の具体的な説明を省略せ ざるを得 なかっ

たが,文 末文献 を参照 して頂 きたいと思 う。

エネルギー 自立の観点からFBR開 発の意

義が失われる事は無いが,早 期の実用化につ

いては経済性の向上が大 きな意味を持 ってい

る。開発各国はそれぞれにコス ト低減のため
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と経験の積重ねが今後 とも必要である。ま犬

コス ト低減の方向には各国に共通 した もの力

多く,種 々の面で国際協力が期待 されるとこ

ろである。(いとう まさひこ 主任研究員)
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新 た な 国 際 問 題 に 直 面 す る

わ が 国 の 経 済 社 会

谷 弘 一 ・
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本稿は,昭 和60年11月5日 開催の当研究所第6

回評議貝会での講演速記をもとに著者に加筆,訂

正をお願いしたものです。なお,文 中の見出しは,

著者のご了解をえて,編 集担当がつけました。

はじめに

ただ今ご紹介にあずか りました経済企画庁

総合計画局の谷 と申します。今 日は,「新たな

国際問題に直面するわが国の経済社会」 とい

う,大 変大 きなテーマでお話す ることになっ

てお ります。 この問題はいろいろ多岐にわた

る問題でございますので,私 のお話で きるこ

とは,多 分,大 きな問題の中の一部 になるの

ではないか と思 ってお ります。われわれ経済

企画庁で経済計画を作ってお ります者が,国

際化 という問題 についてどういうことを考 え

ているか,と いうことをお話させていただけ

ればと思ってお ります。

貿易摩擦の意味

現在,国 際問題 あるいは国際化 というよう

な問題の切 り口として,一 般にす ぐ頭に浮ん

で きますのは,日 本の国際収支が非常に大 き

な黒字 を作 っておる とい うことでございま

す。59年 度,昨 年度の実績でいうと,日 本の

貿易収支,物 の取引でございますけれども,

これの収支の黒字が456億 ドル ということで,

GNPの3.7%,ほ ぼ4%ぐ らいをこれで稼い

でいる。 これが大変な通商摩擦の問題になっ

ているとい うことで,国 際収支の不均衡 とい

う問題が,日 本の国際化への入口を騒然 とさ

せているわけです。

国際収支の不均衡 とい うことなのですけれ

ども,皆 さんご存 じのように国際収支 という

のは全部の収支尻合せ をします と,バ ランス

するようになっているわけです。それが,何

故不均衡 と評価 しなければならないのか,が

まず考えられなければならない点です。これ

は,単 純化 して言えば,対 米不均衡 というこ

とでありまして,ア メリカとの関係 において

日本のバランスがよ くない。この問題の解決

をアメリカから強 く要請されているというこ

とでございます。そうい う意味で,エ ネルギ

ー危機,あ るいはその前の高度成長の時代 と

比べます と,世 界 と日本の関係が急に変って

きています。 日本のや っていることが,世 界

にどんなインパ クトがあるか ということがか

な り問題になるという時代に,ど うも入りか

けているのではないかというふ うに感 じられ
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ま す 。

長期的視点からみた国際収支構造

日本の貿易黒字がなぜ出てしまうのか,黒

字が出ると,な ぜ世界,と くに現在の場合ア

メリカがそれを大 きな問題 として取 り上げる

のかというようなことが問題の出発点になる

わけでございます。

表1

表1と2に アメ リカ とイギ リスの長 期的 な

国際収支 の構造 とい うのが 出てお ります。

まず ア メ リカ(表1)に つ いて1790年 か ら

つ い最 近 の1980年 ぐらい までの ほぼ200年 ぐ

らいの 国際 収 支 の実 績 を並べ て あ ります。

BalanceonGoodsandServices,い わ ゆ る貿

易 と貿易外 を一緒 に した もの ですが,こ れ を

見 る と,1900年 頃 を境 に,今 世 紀以前 はマ イ

ア メ リ カ の 海 外 取 引
(百万 ドル)

Year

Balanceon

Goodsand

Services

Balanceon

Services

Trade

NetIncome

onForeign

InVeStmentS

NetUnilateral
Transfers

Balanceon

Currentaccount

PrivateDirect

Long-Term

CapitalFlows

1790 一1 2 一4 一1

95 一12 13 一4 一1 一13

1800 一2 17 一5 一2

5 一10 21 一4 一10

10 7 30 一6 7

15 一15 15 一4 一15

20 1 6 一5 1 2

25 6 2 一5 1 7

30 6 3 一5 2 8

35 一33 一2 一7 3 一30

40 26 2 一12 4 30

45 一2 3 一9 6 4

50 一44 一12 一12 16 一28

55 一22 一29 一22 8 一14

60 一1 一26 一25 8 7

65 一64 一69 一45 5 一59

70 一101 一99 一80 一6 一100

75 一99 一133 一99 一14 一113

80 114 一121 一79 一4 110

85 12 一145 一86 一27 一15

90 一150 一205 一125 一45 一195

95 一127 一208 一126 一55 一182

1900 507 一247 一99 一95 412 一56

5 298 一238 一69 一133 165 一46

10 46 一340 一64 一204 一158 一124

15 1,748 一125 64 一150 1,596

20 3,523 426 476 一679 2,844 一154

25 1,087 367 742 一403 684 一268

30 1,032 207 745 一342 690 一294

35 128 186 366 一182 一54 34

40 1,719 293 354 一210 1,509 32

45 6,041 一1
,187 358 一7

,113
一1
,072

一100

50 L892 770 1,460 一4
,017

一2
,125

一621

55 2,153 一744 2,297 一2
,490

一345 一823

60 4,107 一799 2,841 一2
,292 1,815 一1

,674

65 7,098 2,156 5,295 一2
,836 4,262 一3

,468

70 5,625 3,022 6,231 一3
,294 2,331 一6

,126

75 22,729 13,826 12,787 一4
,613 18,116 一11

,641

80 8,975 34,487 30,443 一7
,077 1,898 一2

,330
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表2 イ ギリスの海外取引

(百万ポンド)

Year
Merchan-

diseTrade

Overseas
Investment
Earnings

Invisible

Trade

Current

Balance

1820 一7
.4 2.6 13.4 8.4

25 一26
.5

」5
.7 17.8 一3 .0

30 一12 .0 3.9 12.2 4.1

35 一11
,4 7.8 15.5 11.9

40 一29 .8 7.1 19.5 一3 .2

45 一19 .0 9.7 19.6 10.3

50 一19 .6 9.4 21.8 11.6

55 一25 .9 12.9 34.7 21.7

60 一45 .5 18.7 48.0 21.2

65 一51 .2 24.1 68.4 41.3

70 一57 .5 35.3 76.8 54.6

75 一90 .5 57.8 89.6 56.9

80 一121
.1 57.7 96.4 33.0

85 一98 .5 70.3 90.7 62.5

90 一86
.3 94.0 99.6 107.3

95 一126
.5 93.6 87.8 54.9

1900 一167
.0 103.6 109.1 45.7

5 一155
.9 123.5 120.1 87.7

10 一142
.7 170.0 146.7 174.0

15 一367 .9 皿 一 『

20 一386 .0 200.0 395.0 209.0

25 一393 .0 250.0 199.0 一14 .0

30 一386 .0 220.0 194.0 28.0

35 一275 .0 185.0 108.0 18.0

40 一714 .9 一 一 一

45 一1
,032.3

一 一 }

50 一136 .0 159.0 274.0 297.0

55 一356 .0 77.0 206.0 一73
.0

60 一401
.0 233.0 一60

.0
一228

.0

65 一260
.0 435.0 一205

.0
一30
.0

70 一34
.0 554.0 303.0 823.0

75 一3
,333.0 763.0 1,047.0 一1

,523.0

80 1,513.0 一161
.0 2,277.0 3,629.0

ナスで あった ものが,今 世紀 に入 ってか らア

メ リカは大 きな貿易 と貿易外 の収 支の黒字 を

記録 し始め る。 この黒 字 をなにに使 っていた

か とい うよ うな こ とを見 ます と,そ こにNet

UnilateralTransfers,要 す るに経 済協 力 な

んか を含め た移 転支 出が あって黒字 をそち ら

の 方 に使 って い た とい う格 好 にな っ て い ま

す。

次 に,イ ギ リスの海外取 引 を見 る と(表2),

1820年 か らですが,当 時か らイギ リス とい う

の は物 の取 引,貿 易収 支で はほぼず っ とマ イ

ナ スであ った。 これ をなんでカバー していた

か とい うと,一 つは海外へ投 資 した分 の上が

り,OverseasInvestmentEarnings,こ れ で

プ ラス になる。 そのほか にInvisibleTrade

とい うのが あ りまして,運 賃,保 険収 入で あ

ります とか,そ ん な ものでプ ラス を稼 いで,

Currentの バ ランスではか な りのプ ラス を出

す。1800年 あ るいは1900年 代 の前半,第2次

世 界大戦直後 ぐらい まで について いえば,基

本 的に,貿 易収 支でマ イナス を出 しなが ら,

海 外へ の投資 か らの収入 とか,運 賃 とか,保

険 とか,金 融 とか,そ ういった もの で相 当の

収 入 を上げ て,経 常の黒字 を作 って きた とい

うこ とです。

同 じ黒字で も,イ ギ リスの出 し方 とア メ リ

カの出 し方が違 って いて,ア メ リカの場合 に

は,貿 易 と貿易外 で黒字 を出 しなが ら,こ れ

をtransfer,経 済 協 力 とか,戦 後 の マー シ ャ

ル ・プ ラン とか経 済協力 とか,そ うい う面の

支 出に振 り向 け る形 になってい る。考 えてみ

ます と,こ れ だけ黒字が あって,イ ギ リス な

りア メ リカな り,こ れ を原 資に世界経 済 をや

って きたわ けです。 なん といって も,ア メ リ

カは,今 世 紀最初 か らそ うい う経験 を もって

いる。イギ リスは200年 近 い経 常収支の黒字,

要 す るに稼 いだ ものの使 い方 につ いて,い ろ

ん な使 い方の蓄積 をして きてい る。

日本 は,高 度成長期 に入 って,1965年 ぐら

いか ら経 常収支黒字 の時代 に入 った とい うこ

とです。 そ うい う意味 で は,ア メ リカに対 し

て ど うして も70年 ぐらい遅 れてい る し,イ ギ

リスに対 しては150～60年 ぐらい遅 れて い る

とい うようなこ とです。 そ うい う 日本 にな っ

た とい うこ とです が,こ れ までのア メ リカ型

をその まま踏襲 してい くの か,あ るいはイギ
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リス型 を踏襲するようになるのか ということ

について,な かなかこれまでの知恵が参考に

な らな くな って い るの で は ない か と思 い ま

す。 そ うい う意味 では,刻 一刻,日 本 だけで

80,0

30,0

20,000
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＼ 1件 当・・投資金・列
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図1我 が 国 の 海 外 投 資 の 推 移

(注)間 接 投 資 に つ い て は,外 為 法 が 改 正 さ れ た1980年12月 以 降 政 府 短 期 証 券,円 建 外 貨 債 の 国 内 募 集 分

が,除 か れ て い る 。

出 所:大 蔵 省 「財 政 金 融 統 計 月 報 」
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なくて世界全体が新 しい時代に入ってきてい

る。

国際化一受け手か ら出 し手へ

一般に,国 際化 ということを言ってお りま

して,ど うい う意味かむずか しいのですが,

「国際的に化ける」 とい う意味があるかと思

います。明治の初めの時か ら,あ るいは鎖国

も含めて,あ るいは もっとさかのぼると奈良

時代,あ るいは古墳の時代から,あ る意味で

ず っと海外 との関係 というのはそれな りに持

ってきているので,そ ういう意味で国際化 し

てない時代 とい うのはない というふ うにも考

えられ ます。

明治以降あるいは戦後 というような時期で

考えますと,日 本の国際化の局面は,1970年

代を境に大 きく変化しているとい う見方もで

きるのではないかと思います。外国から進ん

表3

だ製品,技 術あるいは資本を貰うという,海

外から多面的なtransferを 受 ける,日 本 とし

ては受身のtransferの 時代が,明 治か ら高度

成長の終わ りの1970年 代 まで続いていた。現

在,そ ういった受身の国際化の時代から,日

本の輸出が海外で大 きな摩擦まで起 こし,貿

易取引だけでなくて資本の輸出あるいは技術

の輸出 を行い,日 本が 「出 し手」 という格好

での国際化の時代に入っていこうとしていま

す。

皆 さん も十分 ご存 じのことでしょうが,図

1は 「我が国の海外投資の推移」です。左側

にあ ります横縞の部分が直接投資,白 い部分

が金融債を買うとか,銀 行に預けるとか,そ

ういう海外への間接投資活動,そ うい う二っ

の流れが急拡大 してきています。直接投資と

大 きな間接投資の組合せができあがってきて

います。貿易の面では通商摩擦問題が大 きく

主 要 国 の 技 術 貿 易 の 推 移
(単 位:億 円)

「畔
日 本 米 国 イ ギ リ ス フ ラ ン ス 西 ド イ ツ

輸 出 輸 入 収支比 輸 出 輸 入 収支比 輸 出 輸 入 収支比 輸 出 輸 入収支比 輸 出1輸 入 収支比

1970 197.0 1,479.0 0,133 7,642 806 9.48 978 912.8 1.07 242.9 717 0,339 426.2 1,095.9 0,389

1971 213.1 1,638.2 0,130 8,296 842 9.85 1,001.8 938 1.07 237 796.1 0,298 518.4 1,312.9 0,395

1972 212.2 1,655.5 0,128 7,780 891 8.73 1,026.3 929.9 1.1 256.6857.6 0,299 609.5 1,314 0,464

1973 230.9 1,850.3 0,125 8,208 1,046 7.85 1,113.4 950.8 1.17 375.8 1,074.2 0.35 585.6 1,46L9 0,401

1974 324.2 2,152.8 0,151 10,469 11011 10.36 1,357.5 1,207.2 1.12 449.9 1,170.7 0384 766.4 1,703.2 0.45

1975 421.5 2,068.7 0,204 11,896 1,404 8.47 1,462.5 1,436.8 1.02 580.2 1,526 0.38 913.2 2,162.9 0,422

1976 519.1 2,372.8 0,219 12,113 1,430 8.47 1,782.5 1,415.6 1.26 608 1,730.3 0,351 857.4 2,056.3 0,417

1977 547.7 2,647.4 0,207 12,091 1,165 10.38 1,697.6 1,389.7 1.22 761.3 1,465.7 0,519 899.6 2,191.2 0,411

1978 59L2 2,459.6 0,240 11,176 1,283 8.71 1,565.1 1,315.1 1.19 729.8 1,426.9 0,511 905.2 2,029.4 0,446

1979 703.3 2,791.3 0,252 12,592 1,674 7.52 1,897.3 1,472.8 1.29 935.9 1,763.7 0,531 1,077.2 2,333.8 0,462

1980 802.5 3,010.6 0,267 15,001 1,727 8.68 2,318.4 1,866.3 1.24 1,125 2,327.9 0,483 1,261.1 2,593.3 0,486

1981 1,062.5 3,794.8 0,280 15,252 1,528 9.98 2,250.3 1,775.8 1.27 1,086.7 2,083.8 0,522 1,088.5 2,091.1 0511

1982 1,392.5 4,369.2 0,319 17,783 839 21.18 938.2 2,249.9 0,417

1983 1,351.4 4,707.3 0,287 18,195 1,313 13.85

注)1.邦 貨 へ の 換 算 はIMF「InternationalFinancialStatistics」 の 年 平 均 相 場 に よ る 。

2.米 国 の1982及 び1983年 は,輸 出 額 に 映 画 フ ィ ル ム の 貸 出 料 を 含 む 。

資 料:日 本 日 本 銀 行 「国 際 収 支 統 計 月 報 」

米 国DepartmentofCommerce「SurveyofCurrentBuisiness」NBS「Sciencelndicators・1982」

イ ギ リ スDepartmentofIndustry「BuisinessMonitor-OverseasTransactionsj

西 ド イ ツBundesBank「MonatsberichtdesDeutcheBundesbank」

フ ラ ン スMinistさredel'Economie,desFinancesetduBudget「StatistiquesleEtudesFinanciδres」

(出 典)科 学 技 術 庁 「外 国 技 術 導 入 年 次 報 告 」
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表4現 地から見た日本技術の比重(件 数 ・累積べ一ス)

(1) (2) (3)
韓 国 台 湾 香 港 シン ガ ポ ー ノレ タ イ マ レ ー シ ア イ ン ド

期 間 1962～83 1952～83 1970～82 ～1983 ～1981
1976～83 1957～83

日 本
1,486件

(56.3%)

件1
,226

(65.5) (13.0)

135件

(25.0)

141件

(36.4)

227件

(31.3)

671件

(8.5)

ア メ リ カ
609

(23.1)

401

(21.4) (32.1)

132

(24.4)

73

(18.8)

75

(!0。3)

1,550

(19.7)

イ ギ リ ス
97
(3.7)

、

(15.7)

51

(9.4)

30

(7.7)

96

(13.2)

1,759

(22.3)

西 ド イ ツ
127

(4。8)

206
》

(11.0) (2.7)

32

(5.9)

、

54

(7.4)

1,411
(17.9)

一 73 5 144 18 386
フ フ ン ス

(2.8) ノ (0.7) (0.9) (37.1) (2.5) (4.9)

そ の 他
249
(9.4)

38

(2.0) (35.8)

186

(34.4) ノ

255

(35.2)

2,107
(26.7)

合 計 2,641 1,871 541 388 725 7,884

(注)(1)各 国別投資金額の累計を100分比 になおしたもの。

(2)製 造業に対する投資件数の累計。

(3)技 術供与契約のほか,マ ネジメント,合 弁,サ ービス,商 標,特 許,べ 一シックエンジニアリング契

約等を含む。

(出典)ア ジア経済研究所(経 済企画庁委託)「 日本と発展途上国との間の技術摩擦・貿易摩擦問題 と今後の国際分

業のあり方についての調査」60年3月

なってお りますけれども,そ の裏でかなり大

きな海外への投資が動 き始めている。貿易以

外にも,資 本面のおつ き合い国際化,あ るい

は出 し手 としての役割の多角化が急速に進ん

できているわけです。

技術貿易の動き

貿易,物 の取引以外に,そ ういう技術や資

本の取引のウェー トが大 きくなっているとい

うことなのですが,そ れ らが一体 どんな格好

で行なわれるのかというようなことです。表

3に 主要国の技術貿易の推移 というのがあり

まして,一 番左端に 日本があるわけですが,

比率 をとると技術輸出の伸びが高 くなってい

ることが分 ります。アメリカはもちろん収支

比が1以 上の大 きな数字 を示 してお ります

が,イ ギリスについても輸出の方が大きいわ

けです。それからフランス,西 ドイツについ

てみると輸入の方が大 きいということで,世

界構造 としてはイギリスとアメリカが技術の

出し手で,あ とはみな受け手になっている。

その中でフランス とか西 ドイツ等,日 本 も含

めまして技術の輸出の上昇のテンポが輸入 よ

り大 きい というよ うな格好 になってお りま

す。

日本か らの技術が どこで使われているの

か,あ るいはどこが導入 しているのか とい う

ようなことを表4に 示しました。東南アジア

諸国において高いウェー トで導入されている

ということであります。

直接投資の動 き

日本の対外投資が高 くなっているわけです

が,日 本の直接投資 というのは,基 本的には

先進国寄 りに流れるとい う傾向がある。その

中で北米,欧 州,大 洋州,そ れぞれにかな り

な伸びを示 しています。(表5-1)

発展途上国についてみます と,発 展途上国
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表5-1対 外 資本形成:わ が国の地域別海外直接投資 〈届出べ一ス〉

(単位:百 万 ドル,%)
＼'
＼ ＼ 年 度

地 域 ＼ 1951～64累 計 1965～69累 計 1970～74累 計 1975～79累 計 1980～84累 言十 1951～84累 言十

先 進 国 合計 225
(28.5)

959
(50.9)

4,762
(47.7)

8,229
(43.0)

20,087
(50.7)

34,259
(48.0)

北 米 197
(24.9)

524
(27.8)

2,291
(22.9)

5,191
(27.1)

13,268
(33.5)

21,469
(30.1)

欧 州 21
(2.7)

284
(15,1)

1,880
(18.8)

1,708
(8.9)

5,179
(13.1)

9,072
(12.7)

大1羊 州
7

(0.9)
151
(8.0)

591
(5.9)

1,330

(6.9)
1,641
(4.1)

3,718
(5.2)

発展途上国 合言十
565
(71.5)

923
(49.0)

5,228
(52.3)

10,915
(57.0)

19,540
(49.3>

37,172
(52.0)

中 南 米
219
(27.7)

301
(16.0)

1,989
(19.9)

3,071
(16.0)

7,440
(18.8)

13,020
(18.2)

ア ジ ア
153
(19.4)

431
(22.9)

2,535
(25.4)

5,526
(28.9)

9,383
(23.7)

18,027
(25.2)

中 近 東
184
(23.3)

122
(6.5)

474
(4.7)

1,321
(6.9)

826
(2.1)

2,927
(4.1)

ア フ リ カ 9
(1.1)

69
(3.7)

230
(2.3)

997
(5.2)

1,891
(4.8)

3,198
(4.5)

合 計 790
(100.0)

1,883
(100.0)

9,989
(100.0)

19,141

(100.0)
39,627
(100.0)

71,431
(100.0)

(注)()内 は構 成 比 で あ る。

(出所)大 蔵省資料

表5-2 対外 資本形成:わ が国の業種別海外直接投資 〈届出べ一ス〉

(単位:百 万 ドル,%)

恥ゼ讐 1951～64累 言十 1965～69累 言十 1970～74累 言十 1975～79累 言十 1980～84累 言十 1951～84累 言十

製 造 業 292
(37.0)

401
(21.3)

3,421
(34.2)

6,754
(35,3)

11,180
(28.2)

22,048
(30.9)

鉱 業 88
(11.1)

508
(27.0)

2,559
(25.6)

3,349
(17.5)

4,650
(11.7)

11,158
(15.6)

商 業 68
(8.6)

267
(14.2)

1,204
(12.1)

3,073
(16.1)

6,516
(16.4)

11,128
(15.6)

金 融 ・保 険 業
40

(5.1)
191
(10.1)

760
(7.6)

1,057
(5,5)

5,008
(12.6)

7,054
(9.9)

そ の 他
302
(38.2)

516
(27.4)

2,045
(20.5)

4,908
(25.6)

12,273
(31.0)

20,043
(28.1)

合 計 790
(100,0)

1,883
(100.0>

9,989
(100.0)

19,141
(100.0)

39,627
(100.0)

71,431
(100.0)

(注)()内 は構成比である。

(出所)大 蔵省資料

へ の直接投 資は,51年 か らの 累積 ですが ,71.5

%と い う数字 だ ったのが,最 近の 累積 で とる

と,49.3%に 落 ちて いる。 その なか では対 ア

ジア向 け とい うのはか な り堅 調 な動 きを示 し

て いる ようです。 日本の技術 貿易 につ きま し

て は東南 ア ジア に向か って い る,一 方 の直接

投資については先進国に向か うという格好が

どうも出ているとい うことであります。

次の表5-2に その直接投資の業種別のウ

ェー トというのがございまして,こ れ を見る

と,意 外に 日本の直接投資 というのが,商 業

であります とか,あ るいは金融面 ・保険とい
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表6世 界のGNPに 占める各国のシェアの推移
(単位:%)

年国 1955 1960 1970 1978 19801

日 本

ア メ リ カ

EC

ソ 連

中 国

2.2

36.3

17.5

13.9

4.4

2.9

33.7

17.5

15.2

4.7

6.0

30.2

19.3

15.9

4.9

10.0

21.8

20.2

13.0

4.6

9.0

21.5

22.4

11.6

4.7

世 界 計

(+億 ド ル)

100.0

(1,100)

100.0

(1,500)

100.0

(3,250)

100.0

(9,660)

100.0

(12,215)

(備 考)1955～1970年 は,ア メ リカ政 府 「大 統 領 国際 経 済 報告 」(1977年),1978年 以降 はア メ リカ政 府 「大統 領

経 済 報告 」(1980年,1982年)に よ る。

うよ うな どちらか とい うと,ロ ジスチ ックと

申 しますか,生 産 以外 の面 に直接 投資が集 中

す る とい うよ うな傾 向が ある とい うこ とであ

ります 。 この商業 とか金融 ・保 険 に直接 投資

のか な りの ウェー トがか かる とい うの は,考

えてみ る どある意味で,イ ギ リス型 の感 じも

しない こ とはない。

新 しい時代への移行一対応の模索

要するに,国 際的に日本がいろんな もの を

出していく。物 として出てい くという面 と同

様 に資本あるいは技術 も世界に相 当出てい

く。 もちろんその裏には世界の需要があるわ

けですけれども,そ うい う時代に 日本が入っ

てきている。入って行 こうとして最初に皮肉

なことにアメリカへ輸出がた くさん出るとい

う摩擦問題 という格好で問題が出ちゃった と

いうわけです。考えなきゃならないのは,先

ほ ど申しましたように,日 本のやっているこ

と,あ るいは日本が出し手となったときに相

手がどう受け取 るか ということが,日 本の経

済運営にとって非常に大 きな問題になってい

くとい うような時点にきてお ります。

かつて高度成長の時代に,日 本のその時代

の国際化を象徴するできごとが,皆 さんのエ

ネルギー関係で起っています。昭和30年 代,

日本では国内炭から石油の輸入に切 り替える

という大事業が行なわれました。政策的な大

転換の結果 として,粗 い数字ですけれども,

30万 人の炭鉱労働者がたしか10年 間に10万 人

ぐらいに減った。そ ういった大英断と申しま

すか,大 きな政策の転換が,そ の時代の国際

化の一つの対応の仕方だったのだ と思い ま

す。今我々の対応の仕方 というのがどういう

ものなのか,ア メリカとの摩擦 とい う問題の

中で手探 りで,今,探 しているとい うような

状況ではないか と思います。

日米の 認識の ギ ャップ

表6は 非常 に象徴 的 な表 であ ります。1955

年 の 世 界のGNPに 占め る各国の シェアが で

て お りますが,日 本が2.2%,ア メ リカが36.3

%と い うよ うに並 んで お ります。 これ は割 っ

てみれば,日 本 とア メ リカ とい うのは1対18

ぐらいの差 があ った とい うこ とです。昭和30

年 鳩 山 内閣がで きた当時だ と思 い ます が,当

時の 日本 か らみ る とア メ リカは18倍 の大 きさ

を持 っていた。 それが1980年,5年 前 には 日

本が9.0で ア メ リカが21.5と い うこ とで すか

ら,1対2と い うこ とで,ア メ リカは 日本 の

一49一



2倍 ぐらい に しか過 ぎない。ア メ リカか らみ

る と1/18だ っ た ものが1/2に な った。時間

としてはたか だか25年 しか経 って いない とい

うこ とです。要 す るに 日本 か らみ る とア メ リ

〔1960年 〕

イ

ギ

リ

ス

(4.7)

フ

ラ

ン

ス

(4D

西

ド

イ

ツ

(03)

ソ 連

(15。0)

東
欧
社
会
主
義
国

(4.1)
中 国

(4.7)

ア会
、¢、

r齢 ン王
一 ア義

(0.3)劃
ζ
ア

(0、5)

その他

ヨー ロ ツパ(3
.6) そ の 他

ア ジ ア

(4.7).

東ア
南ジ
ア

叱そ溜 (L6>

日本

(03)(2 .8)

カナ ダ

(乏.6)

ア メ リ カ

(32.2)

オセ ア

ニ ア

(1.3)

メ キ

シ コ(0.2)

　

中
南
米

5

そ
の
他

2(

ブラ ジル(1.5)

〔現状 〕

イ

ギ

リ

ス

(3.3)

フ

ラ

ン

ス

(5,0)

西

ド

イ

ツ

(6.7)

ア会
ジ主
ア義
社国

(G.3)
ソ 連

(13.0)

東
欧

禁
至
義

国

(4.5)

幽

日

(10一中 国

(4.6)

!
東
ア
ジ

印ア.

一

その他

ヨー ロ ッパ(H.7)
・の他(・ ・5)謬
アジア ア
ー
(r.3)

(0.9)

オセ
ア ニア

Lア フリカ
(3.0)

本

(IO.1)

(1.3)

カ ナ ダ

(2.D

ア メ リカ

(22.4)

鵡 プ・ジル(・.・)

(2、2)

〔2000年 〕 ア会

イ

ギ

リ

ス

(29>

フ

ラ

ン

ス

(43)

一

西

ド

イ

ツ

(5,9>

(10.2)

ジ主
ア義
社国

職

(0.3)

ソ連

(12.5)

東
欧
葉

至
義

国

(4.4)
一

日

(

中 国

(5.3)

∠

東
ア
ジ
ア

ー

そ の他 ヨー ロ ッパ

(1㊦圏

(L2)

そ の他 ア ジ ア

(5.3)

東ア
南シ
ア

(16)1ア ・リカ

(3.5)

本

(lL9)

カナダ

(L8)

ア メ リカ

(19.6)

メ キ シ コ

(1.7)

そ 中
の 南 フ フ ジル

他米(3
.4)

(26)

図2世 界 経 済 地 図(単 位:%)

(備考)1.2000年 に お け る各 国 のGNPシ ェ ア につ い て は,第2-1-5表 に よ る。

2.グ ル ー プ別 のGNP成 長 率 と,グ ルー プ 内 に属 す る個 々の 国 の 成長 率 と を同

一 の もの とみ な して 示 した もの で あ る
。 した が って,単 純 に国 毎 の比 較 を行 う

こ とは 適 当で ない 。

3.()内 は世 界全体 のGNPに 占め る シ ェア を示 す 。
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カが昔 より非常 に小 さく見 えるようになっ

た。逆にア メリカか らみると,ち っぽけな 日

本が非常に大 きく見えるようになった。 日米

の事実の変化に対す る認識の遅れ,あ るいは

日米間の認識のギャップ というのが相当に大

きなものになっているのではないか,と いう

ようなことになると思います。

従 って,国 際経済摩擦,大 き過ぎる対米輸

出とい うことで,日 本はその対応を一生懸命

や っておるわけですけれども,ア メリカの方

でもアメリカなりになんとか対応 しなきゃな

らないということで,両 側で歩み寄 りが始 ま

る。 しかし,そ ういう認識ギャップを埋める

のは非常に難 しいと思います。認識より先に

現実の方がどんどん先へいってしまう。認識

と現実 との ギャ ップが摩擦 とい う形で現れ

る。これか らの時代 というのは多分そ ういう

時代に入ったのではないか という感 じがいた

します。

そういう世界のGNPに 占める各国の シェ

アの大 きさを地図の面積で,図2に 示 してあ

ります。我々はこうして両者を比較 してみる

わけですが,実 際には,日 本からアメリカを

みる,ア メ リカから日本をみるというような

ことであるわけで,そ のへんの見方の差が ど

ういうふ うにこれから落ち着 くのかというと

表7

ころに大きな問題があるのではないか と思い

ます。

相互依存の深化

表7は,世 界の貿易額の規模の推移です。

実質ベ ース とい うふ うに断わってあ ります

が,こ こで世界のGNP,要 するに世界の経

済活動 を足 したものと世界の輸出のウェー ト

が書いてあるわけです。1960年,昭 和35年 世

界のGNPに 対 しまして世界の貿易というの

が7.4%と い う数字であ りましたのが,1980

年,ち ょうど20年 しか経っておりませんが,

11.5%に なっています。世界のGNP自 身が

年々拡大するわけですが,貿 易はそれを超え

て拡大 します。これに金融取引です とか,資

本の取引を含めます と過去の輸出と同 じよう

な格好で,絶 対額は違 うと思いますけれども,

伸びは相対的に大 きくなっています。

これを一般 には相互依存関係の深化 と呼ん

でいます。アメリカがなぜ輸出を一生懸命に

や らないのか という理由に,一 つはアメリカ

の国内市場が非常に大 きいから,ア メリカの

企業は輸出に興味 を持たない ということを言

ってお ります。 もう一つは,ア メリカの貿易

の決済 というのは外貨でや らな くて ドルでや

っていればよろしいわけですから,外 貨の問

世界貿易規模の推移(実 質べ 一ス)

(単位:1970年 ドル価格10億 ドル)
一 年

1960 1965 1970 1975 1980

(A)世 界GNP 1,975 2,543 3,250 3,929 4,679

(B)世 界 輸 出

(FOBべ 一 ス)
146 205 314 404 536

世界輸出の世界GNP
に対する比率(B)/(A)

7.4% 8.1% 9.7%

i

10.3% 11.5%

(備 考)世 界GNP(実 質 べ 一 ス)は,ア メ リカ政 府 「変 革 期 の ソビエ ト経 済」(1979年10月)及 び 「大統 領 経 済

報 告」 に よ り,世 界輸 出(実 質 ベ ー ス)は,国 逮 「国 際 貿 易 ・開 発統 計 便 覧 」(1979年)及 び 「月例 統 計

報告 」 に よ り経 済企 画 庁総 合 計 画 局 が作 成 した 。
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題がないとい うことで,そ ういう意味でも赤

字がたまって もあまり危機感 を持 たないのだ

というような説明 もあ ります。 日本 とアメリ

カでは,貿 易の取引一つ とってもその認識の

仕方が違 うというようなことであ りまして,

これは馬鹿 とか利 口とかい う問題 ではな く

て,経 済の条件がそういうふ うになって,そ

こか らそういう認識が生れるとい うことであ

ります。

そういう一つの例 として,農 産物の貿易が

あります。農産物について言えば,日 本はア

メリカにとって最大のお客さんである。アメ

リカの農業にとりましては中国もお客 さんで

あるし,ソ 連 もお客 さんであるということで

す。ソ連がアメリカから農産物 を買わない と

いうことになると,ア メリカの農業が困ると

いうような状況であります。逆に言 うと,ソ

連の食糧 というのはアメリカに依存 しておる

というような状況です。実際に,貿 易の緊張

と申しますか,貿 易の相互依存関係 というも

のが,す でに世界経済の中にbuiltinさ れて

いる。 日本の経済は,世 界経済にますます深

く巻込 まれてい く,あ るいは積極的に経済が

動 く結果,よ り多く相互依存関係の中に入っ

てい く。誰 もそこか ら逃げることはもうで き

ないということではないか と思います。

国際分業の変化

そうい うことで,過 去の国際分業の有為転

変 を見 ようとしたのが,図3,4の グラフで

す。国際分業は,要 す るに,物 が世界的に取

引されることが世界経済の発展になる。ある

いは技術の取引,あ るいは資本の取引,あ る

いは物の取引が行なわれることが,世 界の経

済的な発展につながる。このことは,現 在は

ひ とつの自明の理になっておるわけです。そ

の取引の仕方,あ るいは国際取引の背後にあ

る産業構造 というものが,国 によって時代に

よりずい分違 うということです。図3に は,

イギリスとアメリカの例がでてお ります。 イ

ギリスの織物 と鉄鋼の輸 出入の推移が示 され

ています。そこでは輸出が輸入をかなり最初

か らオーバーす るとい う格好 にな っていま

す。アメリカをみてみます と,最 初は織物 に

ついてい うと,輸 入が多くて輸出がそれを下

回っているわけですが,1910年 ぐらいのとこ

ろからその織物で,ア メリカは輸出が輸入を

オーバーするという格好になっている。

鉄についても1900年 ぐらいまで,あ るいは

1910年 ぐらいまでみます と,点 線の輸入の部

分が輸出を上回っているわけですが,そ れ以

後ほぼ織物 と同じようにアメリカの場合 は輸

出が輸入をオーバーするとい うことです。 と

ころが第二次大戦後になって,輸 入が増加 し

輸出入の比が再び逆転す る。これは有名な雁

行形態論 というものであ りますが,最 初の産

業革命をやったイギリスの場合には最初か ら

輸出型の産業 というものが育ってきている。

後発国であります米国の場合には,最 初に輸

入が進んでそれを代替するという格好で国内

産業の生産が進みまして,そ れから輸出が出

て くるという格好になって,そ れがしばら く

経つ と,輸 入がまた輸出を上回って,産 業構

造の転換が始まるという,ア メリカの産業の

場合典型的に三つの局面があるわけです。

次の図4に 移ると,日 本のケースが出てお

ります。綿製品については,早 い時期に輸出

産業に転換 して,そ して しばらくしてから輸

入が多 くなって くる。綿製品の場合には1890

年頃すでに輸出が輸入を上回る。それ までに
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つ いて言 う と,輸 入がか な り大 きなウェー ト

を占め て国内市場 を席巻 していた とい うわ け

です。 それか ら毛製 品 につ いて言 うと,1930

年 を過 ぎてか らはか な り輸 出が輸入 をオーバ

ー する とい うこ とです し
,化 繊 の場合 には新

しい技術 が入 って きて,急 速 に輸出産業へ と

転換 して,生 産 は急傾 斜 の トレン ドを示 して

いるわけです。(図4-1)

そ うい うよ うな動 きが 同 じような化学 品 に

つ いて見たのが 図4-2で,マ ッチ等,こ れ

は急速 に輸出商 品に なってお ります。 あ とは

洋紙であります とか,合 成肥料であ ります と

か,硫 安 とい うようなものについては,ど う

も戦前までは輸入のほ うが輸出をオーバーし

ていたとい うことで,そ れが戦後急速に輸出

産業に転換する。それから新 しい産業あるい

は技術であ ります合成 ゴムとかポ リエチレン

といった石油化学製品についていうと,先 ほ

ど戦前にあ りました化学繊維 と同 じように急

速 に立ち上がって輸出産業に転換 してい くと

いうような動 きがある。同じように金属 ・機

械 とか について少 し細か く見てお りますが
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一7日 本 の 産 業 の 雁 行 形 態 的 発 展(7)

)大 蔵 省 「貿 易統 計 」,通 産 省 「機 械 統 計 」

(図4-3),こ のへんを見て も大体戦前につ

いて言 うと,ま だ 日本の生産能力とい うのは

輸入依存型であったということです。戦後に

なっていろいろな産業が急速に(も ちろん電

子計算機等 も一時は輸入産業であったわけで

す)輸 出へ と転 じてい くとい う形 をとってお

りまして,こ の勢いが現在の貿易黒字の大 き

な背景になっておるわけです。そうい うよう

なひ とつの流れの中にあるということであり

ます。

図4-5,こ れは鋼材だけを見てお ります

けれども,ト ン数のスケールで,内 需 という

の と生産 とい うのと輸入 というのと輸出とい

うのが示 されています。

これをご覧いただきます と,内 需に対 して

生産が追いつ くのが1933年 ぐらい,第2次 大

戦(太 平洋戦争)の 少し前にや っと国内生産

が国内需要 を満足するというところへ きて,

そこの段階で初めて輸出がかな り出てい く。

落ち込みは戦争中でございます。戦後 もその

勢いが続いてかなりの輸出が続いておるとい

うような状況であ ります。

図4-6は 合成繊維織物についてでありま

すけれ ども,こ の場合 には,あ まり助走期間

の輸入 とい うのがな くて,技 術導入で急速に

輸出産業へ と伸びてい くということでありま

す。この場合には,産 業革命からでたイギ リ

ス産業 に近 い格好の局面展 開になっていま

す。

集積回路についてみます と(図4-7),短

期的ではありますが,こ れも輸入に依存しな

が ら,次 に輸出が伸びてい くという経路を辿

っている。それではこうした産業の展開の背

景に何があったかとい うと,技 術導入と資本

の導入があったわけです。 これを裏返 しする
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と,日 本 の これか らの時代 にな ります。 日本

は,そ の技術 と資本 を世 界 に出 してい くとい

う格好 の時代 に入 ってい こ うとしてい る とい

うよ うな こ とであ るわ けです。

日本経済 の受 け手,ASEAN,NlCS

諸 国 の現状 とポ テンシ ャル

そ うい うこ とで,こ れか らの 日本経済 に と

って受 け手で あ るASEAN諸 国,NICS

の 現 状 とポテ ン シ ャルが 問題 にな っ て き ま

す。表8-1に は,GNPと か,人 口密度 と

か,人 口増加率,1人 当 りのGNP,平 均 の

インフ レ率,出 生 時の平均余命,乳 児死亡 率,

普 通 出生率 といった基礎 指標 が示 され てお り

ます。

日本 を基準 に してみ ます と,ま ず普通 出生

表8-1

基 礎 指 標

率 とい うの は 日本13に 対 しまして,イ ン ド等

は34と い うかな り高 い数字 で,香 港 で あ りま

す とか,シ ンガ ポー ル とい うよ うな ところは

大体 ア メ リカ と同 じところで,家 族の作 り方

とい うような面 ではか な り都 市化 して先進 国

に追 いついて い るとい うよ うな こ とで すが,

そ の他 の国 につ いて はか な り高 い出生率 を示

してい る。

また乳幼 児死亡率,子 ど もが1歳 になる ま

で に死ぬ率 で あ りますけれ ども,こ れ が 日本

の7に 対 しま して一番高 いイ ン ドネシアあ た

りです とその15倍 弱です。 寿命で ご ざい ます

けれ ど も,こ れ も大体50歳 台,韓 国あた りで

67,そ してあ と香港,シ ンガ ポー ル,日 本,

ア メ リカ とい うの は大体75歳 前 後 とい うとこ

ろです。香港 とか シンガ ポー ル とい うような

アセアン諸国及びNICSの 現 状 とポテンシャル(1)

人 口

(百 万)

1983年 央

面 積

(1000㎞)

人口密度

(人/㎞)

人 口

年平均

増加率

(%)

1965-83

GNP

年平均

増加率

(%)

1965-83

1入 当りGNP 年平均インフレ率

(%)
出生 時

平均余命

(年)

1983

乳 児

死亡率

(人)

1983

普 通

出生率

(人)

1983

ド ル

1983

年 平 均
増 加 率

(%)
1965-83

1965
-73
1973
-83

イ ン ド 7332 3,288 223 2.3 3.8 260 1.5 6.3 7.7 55 93 34

イ ン ドネ シ ア 155.7 1,919 81 2.2 7.3 560 5.0 63.0 18.0 54 101 34

フ ィ リ ピ ン 52.1 300 174 2.8 5.8 760 2.9 8.8 11.7 64 49 31

マ レ ー シ ア 14.9 330 45 2.5 7.1 1,860 4.5 1.2 6.5 67 29 29

大 韓 民 国 40.0 98 408 1.9 8.7 2,010 6.7 15.5 19.0 67 29 23

香 港 5.3 1 5,300 2.3 8.6 6,000 6.2 6.4 9.9 76 10 17

シ ン ガ ポ ー ノレ 2.5 1 4,310 1.5 9.4 6,620 7.8 3.1 4.5 73 11 17

日 本 119.3 372 321 1.0
」

6.0 10,120 4.8 6.0 4.7 77 7 13

ア メ リカ合衆国 234.5 9,363 25 1.0 2.8 14,110 1.7 4.7 7.5 75 11 16

(注)1.「 乳 児死 亡 率 」 は,あ る年 の 出生 児1,000人 の うち満1歳 未満 で死 亡 す る乳 児数 で あ る。

2。 「普 通 出生 率 」 は,人 口1,000人 当た りの 出生 率 で あ る。

3.「GNP年 平均 増 加 率 」 は,日 本,ア メ リカ合 衆国 は公 式統 計 に よ るが,そ の 他 の国 は 「人 口年 平 均 増

加 率 」 と 「1人 当 りGNP年 平 均 増 加率 」 を乗 じて 求め た もの で あ る。
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小 さい国 の方が テイ ク ・オ フし易 い とい うよ

うな こ とが あ るのか も知 れ ない とい うよ うな

感 じもいた します。

次の表8-2は 同 じ国 々につ きま して,農,

工,サ ー ビス業 のウ ェー トを とってお ります

けれ ども,こ こで もそ うい うNICSの 国 々

あるいはASEANの 国 々 とい うの は と くに

サー ビスの場合 か な り大 きな ウェー トを持 っ

て い る国 もある とい うこ とで,マ レー シアで

あ ります とか,フ ィ リピ ンの場合 です と,よ

く言われ てお ります急速 な都 市化 が進 み,サ

ー ビス業 がかな り大 き く出て いるのか も知 れ

ませ ん。

一方 で
,貿 易依存度 とい うのが 日本の場合

11.8,ア メ リカの場合が8.2と い うので小 さい

わ けですけれ ど も,イ ン ドを除 きま してほか

生 産 ・貿 易

表8-2

の国の貿易依存度 というのは非常に高い,も

ちろんシンガポールの場合には中継貿易もご

ざいますか ら非常 に大 きいわけです けれ ど

も,韓 国なんかの場合でも34%,そ れか らマ

レーシアに至 っては45%と い うよ うなこと

で,日 本が通ってきた道 とはだいぶ違 う格好

で,そ の経済発展が行われているらしいとい

うようなことが分 るわけであ ります。

もう少 し下のほうを掘っていきます と,教

育 とい う問題があるわけですが,表8-3こ

のなかの数字 を横 に比べるとい うのはむずか

しいわけであ りますけれども,小 学校 ぐらい

について言 えば,イ ン ドを除 きまして就学者

数 というのは比率が非常 に上がってきてい

る。イン ドネシアの場合に120と いう数字が出

て しまうのでなかなか理解がむずか しいので

アセアン諸国及びNICSの 現 状 とポテンシャル(2)

ー GDP(百 万 ドル) 生産の産業部 門別 シェア(%) 貿 易依 存度
(%)
(1983年)

農 業 サ ービス業

1983

工 業
(製 造 業) 輸 出 輸 入

1965
1965 1983 1965 1983 1965 1983 1965 1983 GDP GDP

イ ン ド 46,260 168,170 47 36 22 26 15 15 31 38 5.8 8.1

イ ン ドネ シ ア 3,630 78,320 59 26 12 39 8 13 29 35 27.0 20.9

ブ イ リ ピ ン 6,010 34,640 26 22 28 36 20 25 46 42 14.2 23.0

マ レ ー シ ア 3,000 29,280 30 21 24 35 10 19 45 44 48.3 45.2

大 韓 民 国 3,000 76,640 38 14 25 39 18 27 37 47 31.9 34.2

香 港 2,150 27,500 2 1 40 30 24 22 58 69 79.8 87.3

シ ン ガ ポ ー ノレ 970 16,640 3 1 24 37 15 24 73 62 131.2 169.2

日 本 90,970 1,062,870 9 4 43 42 32 30 48 55 13.8 11.8

ア メ リカ合衆 国 688,600 3,275,701 3 2 38 32 29 21 59 66 6.1 8.2

(注)1.「 農 業部 門」 には,農 業,林 業,狩 猟,漁 業 が 含 まれ る。
「工 業 部 門」 には ,鉱 業,製 造業,建 設 業,電 気,水 道,ガ ス事 業 が含 まれ る。

その他 の経 済 活 動 はす べ て サ ー ビ ス業 と して分 類 した。

2.輸 出 入 に は,サ ー ビ ス貿 易 は 含 ま れな い 。

(資料)TheWorldBank"WorldDevelopmentReport1984,1985"
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す けれ ど も,統 計 としてはそ う出 てい るとい

うことで,要 す るに小学校 まで はイン ドを除

いてほぼ就学 す る とい う格 好 になってい る。

中学校 ぐらいに な ります と,か な り差 が出 ま

して,日 本 とかア メ リカ,こ のへ んが90以 上

あ るわけです けれ ども,韓 国 もほぼ90に 近 い。

香港,シ ンガ ポー ル,フ ィ リピンが60台 とい

うこ とで,フ ィリピンの場合 かな りこれ が高

く出て きてお ります。そのほかへ い きます と,

マ レー シアで半分 ぐらい,イ ン ドネ シアで1/

3ぐ ら い とい うよ うな 中等程 度 の就 学 率 で

す 。それか らもっ と高 い高等教育 にな ります

と,こ のへ んは統計 がなかなかむず か、しいの

ですが,そ れでみ る とフ ィ リピン とい うのは

非常 に高 い率 で 出て きてい る とい うこ とは,

逆 に言 うど,非 常 に貧富の差 があ るのか な と

い う感 じもいた しますが,そ うい う統計 に な

ってい るとい うこ とで,イ ン ドとか イ ン ドネ

シア,マ レー シアあた りにな る とそのへんが

一握 りのエ リー トが いる とい うよ うな格好 に

な って いる とい うこ とであ ります 。

おわ りに

こういうことで,今 までは,外 に高い技術

があり,あ るいは余 ったお金があればこれを

導入するという格好の国際化を,明 治以来あ

るいは戦後急速にや ってきたわけです。今,

日本は,出 し手 としての国際化の時代に入っ

ていこうとしているということで,相 手の反

対 と申しますか,相 手の 日本に対する反応と

い うのが大 きな問題になるというような時代

教

表8-3

育

アセアン諸国及びNICSの 現状 とポテンシャル(3)

小学校年齢層に占める

就学者数の比率

(%)

中等学校年齢層に占め

る就学老数の比率

(%)

20～24歳 層に 占め る高

等教育就学 者の比率

(%)

1960年 1982年 1960年 1982年 1960年 1982年

イ ン ド 61 79 20 30 3 9

イ ン ド ネ シ ア 71 120 6 33 1 4

フ ィ リ ピ ン 95 106 26 64 13 27
ρ

マ レ ー シ ア 96 92 19 49 1 5

大 韓 民 国 94 100 27 89 5 24

香 港 87 105 20 67 4 11

シ ン ガ ポ ー ル 111 108, 32 66 6 11

日 本 103 100 74 92 10 30

ア メ リ カ合 衆 国 118 100 86 97 32 58

(注)1.小 学校 の就 学年 齢 は6～11歳,中 等 学校 の就 学 年齢 は12～17歳 と考 え られ て い る。

2.就 学率 が100%を 超 え るの は,公 式 学齢 を上 下 す る生 徒 が い る ため で あ る。

(資料)TheWorldBank"WorldDevelopmentReportl984,1985"
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にやっと入った ということで,そ れがたまた

まアメリカにだけ今集中して現われていると

いうことで,問 題はこれから小さ くなること

はないだろう。そういう経済的な相互依存関

係 というものは,一 生懸命働 けば働 くほ ど,

あるいは企業の戦略が正 しければ正 しいほ

ど,ど んどん大 きくなっていくのかも知れ ま

せん。文化的な差と申しますか,あ るいは認

識の差 と申しますか,そ ういった ものを埋め

てい くシステム作 りが,経 済関係の深 まりと

うまくあってい くのか,そ ういう問題が大き

くなってい くのではないかという感 じがいた

してお ります。(たに こういち 経済企画庁

総合計画局計画官)

3

】
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研究所の うご き
(昭和60年10月1日 ～12月31日)

◇ 理 事会開催

第20回(臨 時)理 事会

日 時:12月2日(月)11:30～13:00

場 所:経 団連会館901号 室

議 題:

(1)賛 助 会費の値上げについて

◇ 評 議員会開催

第6回 評議員会

日 時:11月5日(幻15:00～17:30

場 所:経 団連会館(9F)ク リスタル ・ルーム

議 題:

(1)議 長挨拶

(2)〔 報 告〕

昭和59年 度事業報告及び収支決算

昭和60年 度事業計画及び収支予算

(3)〔 講 演〕

新たな国際問題 に直面するわが国の経済社

会(経 済企画庁総合計画局計画官 谷 弘

一氏)

(4)懇 談

◇ 月例研 究会開催

第28回 月例研究会

日 時:10月25日 團14:00～16:00

場 所:幸 ビル(13F)1303会 議 室

議 題:

(1)最 近 のエネルギー情勢について(資 源エ

ネルギー庁官房企画調査課 岸田房江氏)

(2)ウ ラ ン濃縮 の最 近の動 向(主 管研 究員

西川 毅)

第29回 月例研 究会

日 時:11月29日 働14:00～16:00

場 所:幸 ビル(13F)1303会 議 室

議 題:

(1)宇 宙開発 とSPS(衛 星 発電 システム)

(宇宙科学研究所教授 長友信人氏)

(2)高 速 増殖炉の経済性にっいて(主 任研究

員 伊藤正彦)

第30回 月例研究会

日 時:12月20日(金)14:00～16:00

場 所:幸 ビル(13F)1303会 議室

議 題:

(1)原 子 力開発利用の当面の課題(東 京大学

教授 近藤駿介氏)

② 石油 トー タルエネルギーシステムの調査

結果(日 本鉱業㈱ 佐藤泰彦氏)

◇ 主 なで きご と

10月1日 ㈹ 「原子力プラン ト運転の信頼性研

11月5日(火)

12月2日(月)

3日(幻

5日 休)

究会」開催(第43回)

「社会的安全 目標検討」第3回 委

員会開催

8日 ㈹ 「メタノール環境安全性検討」第

3回 委員会開催

14日(月)「 パ ッシブ総合評価」第1回 委員

会開催

16日 困 「実用発電用原子炉廃炉技術調査」

第2回 委員会開催

「次世代型軽水炉構想」委員会開

催

25日 働 第28回 月例研究会開催

29日 ㈹ 「分散型新発電技術実用化実証研

究に関する調査」第1回 委員会開催

「新 シーズ(エ ネルギー変換利用

技術)」 第3回 委員会開催

「プルサーマル」第3回 委員会開

催

第6回 評議員会開催

7日(木》 「メタノール環境安全性検討」第

4回 委員会開催

14日 ㈲ 「SPS(新 シー ズ)」第2回 委員

会開催

28日 休)「 プル トニウム利用方策開発調査」

第1回 委員会開催

29日 働 「原子力長期構想」第6回 懇談会

開催

第29回 月例研究会開催

第20回 理事会開催

「石油製品高度利用技術調査」第

2回 委員会開催

「国際電池技術総合シンポジウム
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実行委員会」第3回 委員会開催

12月6日 働 「パ ッシブ総合評価」第2回 委貝

会開催

「燃料電池導入ビジ ョン調査」第

1回 委貝会開催

9日(月)「 社会的安全 目標検討」第4回 委

貝会開催

10日 ㈹ 「エネルギーフロンティア計画調

査」第3回 委員会開催

「石油TESエ ンジン調査」第2

回委員会開催

「プルサーマル」第4回 委員会開

催

「原子力プラン ト運転の信頼性研

究会」開催(第44回)

13日 團 「火山発電調査」第1回 委員会開

催

20日 働 「実用発電用原子炉廃炉技術調査」

第3回 委貝会開催

第30回 月例研究会開催

24日 ㈹ 「プル トニウム利用方策開発調査」

第2回 委員会開催

「新シーズ(エ ネルギー変換利用

技術)」 第4回 委貝会開催

26日 休)「 メタノール環境安全性検討」第

5回 委貝会開催

◇ そ の 他

外国出張

(1)深 田昭彦主任研究貝は,「IAEA主 催 の
"軽 水炉 の新 しい コンセプ トに関 す る

AdvisoryGroupMeeting"へ の出席及び西

欧各国の原子力事情調査」のため,12月6

日か ら同月21日 の問,オ ー ス トリア,西 独,

仏並びに英国に出張 した。

●

3
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